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会 計
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特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

重　複　額

純　　　計
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予算の総計及び純計表
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予　算　額予　算　額
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繰出先の会計
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一　　般　　会　　計



一　　般　　会　　計



Ⅰ　総　　　　括

１　人口と予算の年度別状況

平成 人 世帯 千円 ％ 千円 千円 千円

△ 5.9

△ 0.3

令和

△ 1.2

－ － －

－ － －

(備考) ①人口、世帯数は毎年1月1日現在の住民基本台帳の数値による。

　　 　②予算額は一般会計当初予算額、指数は平成29年度を100.0とする。

　　 　③参考欄の数値は、地方財政状況調査による。

歳入決算額 歳出決算額
歳入歳出
差 引 額

区分
人　　　口 世　　　帯 予　算　額 参　　　　　　　　　考

人　口 指数 世帯数
年度

予算額
増減率

指数 予算額 指数

Ⅱ　歳　　　　　　入　

－ 6 －　　　　



Ⅱ　歳　　　　　　入　

－ 6 －　　　　



千円 千円 千円

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金 △ 18,369

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金 △ 60,910

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 117,539

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金 △ 219,767

繰 越 金

諸 収 入

市 債 △ 581,700

合　　　　　　　　計

(備考) 人口は84,989人（令和8年1月1日現在）とし、前年度予算額現計は令和7年12月24日

1　歳入予算の前年度比較表

款 増  減  額本年度予算額 前年度(当初)予算額

％ ％ 円 千円

△ 13.6

△ 83.5

△ 92.9

△ 100.0

増　減　率 構　成　比 人口１人当たりの額

( 参　  考 )

前年度予算額

現        計

△ 9.7

（第6号補正）現在の予算額である。

－ 8 －　　　　 　　　　－ 9 －
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地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 117,539

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金 △ 219,767

繰 越 金

諸 収 入

市 債 △ 581,700
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△ 92.9

△ 100.0

増　減　率 構　成　比 人口１人当たりの額

( 参　  考 )

前年度予算額

現        計

△ 9.7

（第6号補正）現在の予算額である。

－ 8 －　　　　 　　　　－ 9 －



2　市税の状況

（１）市税調定額の年度別状況

平成

令和

(備考) ①各税目の調定額は現年課税分である。

　 　　②令和6年度以前は決算数値、令和7年度は決算見込数値、令和8年度は当初予算数値である。

（２）市民税個人の年度別状況

　ア 納税義務者数　

平成

令和

(備考) ①納税義務者数は併徴者を含む。

　 　　②令和6年度以前は決算数値、令和7年度は決算見込数値、令和8年度は当初予算数値である。

年
　
度

市　民　税 固　定　資　産　税

個　　人 法　　人 土　　地 家　　屋 償却資産 交 付 金

(ア)＋(イ)＋(ウ)

(Ａ) (Ｂ) (ア) (イ) (ウ)

年
　
度

1月1日現在の 1月1日現在の 納税義務者数
普通徴収 給与特別徴収 年金特別徴収

人　　　　口 人口(20歳以上)

－ 10 －　　　　 　　　　－ 11 －



2　市税の状況

（１）市税調定額の年度別状況

平成

令和

(備考) ①各税目の調定額は現年課税分である。

　 　　②令和6年度以前は決算数値、令和7年度は決算見込数値、令和8年度は当初予算数値である。

（２）市民税個人の年度別状況

　ア 納税義務者数　

平成

令和

(備考) ①納税義務者数は併徴者を含む。

　 　　②令和6年度以前は決算数値、令和7年度は決算見込数値、令和8年度は当初予算数値である。

年
　
度

市　民　税 固　定　資　産　税

個　　人 法　　人 土　　地 家　　屋 償却資産 交 付 金

(ア)＋(イ)＋(ウ)

(Ａ) (Ｂ) (ア) (イ) (ウ)

年
　
度

1月1日現在の 1月1日現在の 納税義務者数
普通徴収 給与特別徴収 年金特別徴収

人　　　　口 人口(20歳以上)

(単位:円)

(単位：人)

軽自動車税 市たばこ税
特　　　別

都市計画税 合　　　計 前年度比
土地保有税

比　　　　　　　　　　　率

(Ｂ)／(Ａ) (ア)／(Ｂ) (イ)／(Ｂ) (ウ)／(Ｂ)

－ 10 －　　　　 　　　　－ 11 －



 イ １人当たりの所得金額及び所得割税額

  （ア）給与所得者

(単位：円)

年度

令和

(備考) 令和7年度以前は課税状況調による数値、令和8年度は当初予算数値である。

   (イ) 営業等所得者、農業所得者、その他の所得者

(単位：円)

年度

令和

(備考) 令和7年度以前は課税状況調による数値、令和8年度は当初予算数値である。

 ウ 分離譲渡所得者の所得金額及び所得割税額

(単位：千円)

令和

(備考) 令和7年度以前は課税状況調による数値、令和8年度は当初予算数値である。

年度 所得金額 前年度比 所得控除額 課税標準額
平均
税率

税　　額 税額控除額 控除後税額

所得金額 前年度比 所得控除額 課税標準額 税　率 税　　額 税額控除額 控除後税額

所得金額 前年度比 所得控除額 課税標準額 税　率 税　　額 税額控除額 控除後税額

－ 12 －　　　　 　　　　－ 13 －



 イ １人当たりの所得金額及び所得割税額

  （ア）給与所得者

(単位：円)

年度

令和

(備考) 令和7年度以前は課税状況調による数値、令和8年度は当初予算数値である。

   (イ) 営業等所得者、農業所得者、その他の所得者

(単位：円)

年度

令和

(備考) 令和7年度以前は課税状況調による数値、令和8年度は当初予算数値である。

 ウ 分離譲渡所得者の所得金額及び所得割税額

(単位：千円)

令和

(備考) 令和7年度以前は課税状況調による数値、令和8年度は当初予算数値である。

年度 所得金額 前年度比 所得控除額 課税標準額
平均
税率

税　　額 税額控除額 控除後税額

所得金額 前年度比 所得控除額 課税標準額 税　率 税　　額 税額控除額 控除後税額

所得金額 前年度比 所得控除額 課税標準額 税　率 税　　額 税額控除額 控除後税額

（３）市民税法人の年度別状況

  ア  納税義務者数

(単位：社)

令和

（備考）令和6年度以前は決算数値、令和7年度は決算見込数値、令和8年度は当初予算数値である。

  イ １社当たり法人税割税額

(単位：円)

令和

（備考）令和6年度以前は決算数値、令和7年度は決算見込数値、令和8年度は当初予算数値である。

年度

均等割のみ納付する法人 均等割及び法人税割を納付する法人

申告納付
法人数資本金又は

出資金の額
が1億円未満

1億円以上 計 1億円未満 1億円以上 計

年度
資本金又は
出資金の額
が1億円未満

前年度比 1億円以上 前年度比 前年度比平　　均

－ 12 －　　　　 　　　　－ 13 －



（４） 固定資産税

　ア 土地

　　(ア) 地積

区　分

地　目

　　(イ) 課税標準額及び税額

区　分

地　目

 (備考) 各年度の数値は当初予算数値である。

合　　　　　計

介 在 畑

一 般 畑

市 街 化 区 域 畑

雑 種 地

山 林

宅 地

令　　　　和　　 　7　　　　年　　　　度          令

 (備考) 各年度の数値は当初予算数値である。

合　　　　　計

宅 地

山 林

雑 種 地

市 街 化 区 域 畑

評価総地積

一 般 畑

介 在 畑

令　　　　和　　 　7　　　　年　　　　度          令

課税標準額 税　　　額 構成比(％) 課税標準額

免税点未満 免税点以上 評価総地積

 和　　　8　　　年　　　度

 和　　　8　　　年　　　度

税　　　額 構成比(％) 課税標準額

△ 5,723.73

評価総地積 免税点未満

△ 1,145.00

免税点未満 免税点以上

△ 2,677.42

構成比(ポイント)

△ 2,147

△ 3,016

△ 600

△ 153,358

△ 8

―

税　　　額

差　　　　引　　　　増　　　　減

△ 0.10

△ 215,410 △ 0.14

(単位:㎡)

△ 11,365.24

(単位：千円)

差　　　　引　　　　増　　　　減

免税点以上

△ 1,145.00

△ 4,917.73

△ 3,406.75

△ 11,365.24

△ 3,406.75

△ 3,803.87

－ 14 －　　　　 　　　　－ 15 －



（４） 固定資産税

　ア 土地

　　(ア) 地積

区　分

地　目

　　(イ) 課税標準額及び税額

区　分

地　目

 (備考) 各年度の数値は当初予算数値である。

合　　　　　計

介 在 畑

一 般 畑

市 街 化 区 域 畑

雑 種 地

山 林

宅 地

令　　　　和　　 　7　　　　年　　　　度          令

 (備考) 各年度の数値は当初予算数値である。

合　　　　　計

宅 地

山 林

雑 種 地

市 街 化 区 域 畑

評価総地積

一 般 畑

介 在 畑

令　　　　和　　 　7　　　　年　　　　度          令

課税標準額 税　　　額 構成比(％) 課税標準額

免税点未満 免税点以上 評価総地積

 和　　　8　　　年　　　度

 和　　　8　　　年　　　度

税　　　額 構成比(％) 課税標準額

△ 5,723.73

評価総地積 免税点未満

△ 1,145.00

免税点未満 免税点以上

△ 2,677.42

構成比(ポイント)

△ 2,147

△ 3,016

△ 600

△ 153,358

△ 8

―

税　　　額

差　　　　引　　　　増　　　　減

△ 0.10

△ 215,410 △ 0.14

(単位:㎡)

△ 11,365.24

(単位：千円)

差　　　　引　　　　増　　　　減

免税点以上

△ 1,145.00

△ 4,917.73

△ 3,406.75

△ 11,365.24

△ 3,406.75

△ 3,803.87

－ 14 －　　　　 　　　　－ 15 －



(単位:千円)

エ 課税標準額及び税額

(単位：千円)

項目

区分 年度

(備考) 各項目の額は当初予算数値である。

家　　屋

償却資産

　令和8年度  Ｂ　

差引　Ｂ－Ａ

　令和7年度  Ａ　

　令和7年度  Ａ　

 年　　度

床面積(㎡) 棟  数 床面積(㎡)

参　　　　　　　　　　　　　　　考

新増築分(R7.1.2～R8.1.1) とりこわし分(R7.1.2～R8.1.1)

決定価格決定価格 棟  数 決定価格

差引　Ｂ－Ａ

　令和8年度  Ｂ　

課税標準額 税　　額 軽減税額 差引税額

種　　　類

(備考) ①各年度の数値は当初予算数値である。(固定資産概要調書より作成)

    　 ②「専用住宅」には「農家住宅」を含む。

    　 ③木造の「工場・倉庫」には「土蔵」を含む。

(単位：千円)

(備考) 各項目の額は当初予算数値である。

 イ 家屋

ウ 償却資産

小　　計

そ の 他

専 用 住 宅

区分

工 場 ・ 倉 庫

一　　般　　分

Ｂ Ｂ－Ａ

令和8年度課税標準額

非
　
　
木
　
　
造

差 引 増 減 額令和7年度課税標準額

計

項　　　目
Ａ

大臣・知事配分

事務所・店舗

合　　　　計

そ の 他

ホテル・病院

工 場 ・ 倉 庫

木
　
　
　
　
　
　
　
　
造

事務所・店舗

小　　計

住宅・アパート

併 用 住 宅

ア パ ー ト

床面積(㎡)

令　　和　　7　　年　　度

棟　　数

種　　　類
　　　　令　　和　　8　　

決定価格 棟　　数 床面積(㎡)

－ 16 －　　　　 　　　　－ 17 －



(単位:千円)

エ 課税標準額及び税額

(単位：千円)

項目

区分 年度

(備考) 各項目の額は当初予算数値である。

家　　屋

償却資産

　令和8年度  Ｂ　

差引　Ｂ－Ａ

　令和7年度  Ａ　

　令和7年度  Ａ　

 年　　度

床面積(㎡) 棟  数 床面積(㎡)

参　　　　　　　　　　　　　　　考

新増築分(R7.1.2～R8.1.1) とりこわし分(R7.1.2～R8.1.1)

決定価格決定価格 棟  数 決定価格

差引　Ｂ－Ａ

　令和8年度  Ｂ　

課税標準額 税　　額 軽減税額 差引税額

種　　　類

(備考) ①各年度の数値は当初予算数値である。(固定資産概要調書より作成)

    　 ②「専用住宅」には「農家住宅」を含む。

    　 ③木造の「工場・倉庫」には「土蔵」を含む。

(単位：千円)

(備考) 各項目の額は当初予算数値である。

 イ 家屋

ウ 償却資産

小　　計

そ の 他

専 用 住 宅

区分

工 場 ・ 倉 庫

一　　般　　分

Ｂ Ｂ－Ａ

令和8年度課税標準額

非
　
　
木
　
　
造

差 引 増 減 額令和7年度課税標準額

計

項　　　目
Ａ

大臣・知事配分

事務所・店舗

合　　　　計

そ の 他

ホテル・病院

工 場 ・ 倉 庫

木
　
　
　
　
　
　
　
　
造

事務所・店舗

小　　計

住宅・アパート

併 用 住 宅

ア パ ー ト

床面積(㎡)

令　　和　　7　　年　　度

棟　　数

種　　　類
　　　　令　　和　　8　　

決定価格 棟　　数 床面積(㎡)

－ 16 －　　　　 　　　　－ 17 －



（単位：千円）

款 項 目
国　庫
支出金

都支出金 市債 その他
うち
都市計画税
充当額

公園費

街路事業費

（単位：千円）

4  都市計画税の使途 

　都市計画税は、道路、公園、下水道事業などの都市計画事業に要する費用に充てるために課税される目
的税で、令和８年度予算における使途状況は次のとおりである。

予算科目

事業名称 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

合　　　計

塵芥処理費

ごみ処理事業費

下水道費

下水道事業会計繰出金

狭山緑地用地買収事業費

都市計画道路3・4・17号線整備事
業費

公債費（都市計画事業関連分）

借入金償還費（公園事業分）

借入金償還費（街路事業分）

借入金償還費（土地区画整理事業分）

　森林環境譲与税は、国の温室効果ガス削減目標の達成や災害防止等を図るため、森林整備等に必要な地
方財源を安定的に確保する観点から、平成３１年度に創設された新たな制度である。
　国から市町村に譲与される額は、私有林人工林面積、林業就業者数及び人口を基準として算定され、森
林環境譲与税の使途については、市町村の場合、森林の整備に関する施策、森林の整備を担うべき人材の
育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の利用の促進、その他の森林の整備に関
する施策に要する費用に充当することとされている。
　令和８年度予算における使途状況は次のとおりである。

（備考）都市計画税については、決算において使途余剰金が生じた場合、後年度の都市計画事業に要する
　　　　費用に充てるための財源として、積立基金に留保することができる。
　

5  森林環境譲与税の使途 

款項目 節 説明名称
国　庫
支出金

都支出金 市債 その他
うち
森林環境譲
与税充当額

公園・緑地管理費 公園等維持補修工事費

合　　　計

予算科目

事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

事業名称

3　国有資産等所在市町村交付金の年度別状況
(単位：円)

区分

年度

平成

令和

　 2

　(備考) ①令和6年度以前は決算数値、令和7年度は決算見込数値、令和8年度は当初予算数値である。

   　    ②警視庁分については、環境局の交付金を含めている。

都　　　　交　　　　付　　　　金 国 交 付 金

住宅政策本部 水 道 局 警 視 庁 計 関 東 財 務 局

－ 18 －　　　　 　　　　－ 19 －



（単位：千円）

款 項 目
国　庫
支出金

都支出金 市債 その他
うち
都市計画税
充当額

公園費

街路事業費

（単位：千円）

4  都市計画税の使途 

　都市計画税は、道路、公園、下水道事業などの都市計画事業に要する費用に充てるために課税される目
的税で、令和８年度予算における使途状況は次のとおりである。

予算科目

事業名称 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

合　　　計

塵芥処理費

ごみ処理事業費

下水道費

下水道事業会計繰出金

狭山緑地用地買収事業費

都市計画道路3・4・17号線整備事
業費

公債費（都市計画事業関連分）

借入金償還費（公園事業分）

借入金償還費（街路事業分）

借入金償還費（土地区画整理事業分）

　森林環境譲与税は、国の温室効果ガス削減目標の達成や災害防止等を図るため、森林整備等に必要な地
方財源を安定的に確保する観点から、平成３１年度に創設された新たな制度である。
　国から市町村に譲与される額は、私有林人工林面積、林業就業者数及び人口を基準として算定され、森
林環境譲与税の使途については、市町村の場合、森林の整備に関する施策、森林の整備を担うべき人材の
育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の利用の促進、その他の森林の整備に関
する施策に要する費用に充当することとされている。
　令和８年度予算における使途状況は次のとおりである。

（備考）都市計画税については、決算において使途余剰金が生じた場合、後年度の都市計画事業に要する
　　　　費用に充てるための財源として、積立基金に留保することができる。
　

5  森林環境譲与税の使途 

款項目 節 説明名称
国　庫
支出金

都支出金 市債 その他
うち
森林環境譲
与税充当額

公園・緑地管理費 公園等維持補修工事費

合　　　計

予算科目

事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

事業名称

3　国有資産等所在市町村交付金の年度別状況
(単位：円)

区分

年度

平成

令和

　 2

　(備考) ①令和6年度以前は決算数値、令和7年度は決算見込数値、令和8年度は当初予算数値である。

   　    ②警視庁分については、環境局の交付金を含めている。

都　　　　交　　　　付　　　　金 国 交 付 金

住宅政策本部 水 道 局 警 視 庁 計 関 東 財 務 局

－ 18 －　　　　 　　　　－ 19 －



6　引上げ分に係る地方消費税収（地方消費税交付金）の使途
（単位：千円）

款 項 目
国　庫
支出金

都支出金 市債 その他

うち引上げ
分の地方消
費税交付金

充当額

障害者福祉費

児童措置費

学童保育所費

保健衛生総務費

（備考）①消費税率の改定（平成26年4月1日及び令和元年10月1日）に伴い、引上げ分の地方消費税収（市町村

　　　　　交付金を含む。）は、消費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費）、その他社会保障

　　　　　施策に要する経費に充てるものとされている。

　　　　②社会保障施策とは、「社会福祉」、「社会保険」、「保健衛生」に関する施策である。

　　　　③表内の数値は、令和8年度当初予算額である。

　　　　④地方消費税交付金のうち、引上げ分に係る予算額は1,312,269千円である。

母子保健事業費

成人保健事業費

合　　　計

認可外保育施設利用者に
対する補助事業費

認証保育所事業費

認定こども園事業費

地域型保育事業費

病児・病後児保育事業費

学童保育所運営費

財源内訳

特定財源 一般財源

保育園事業費

予算科目

事業名称 事業費

自立支援給付費等事業費

自立支援医療・補装具給
付事業費

地域生活支援事業費

在宅障害者支援事業費

難病患者福祉手当支給事
業費

7　地方交付税等の年度別状況
(単位：千円)

基準財政需要総額 (ア)

錯誤による増減額 (イ) △600 △48,502

差　　引  [(ア)±(イ)] (ウ)

基準財政収入総額 (エ)

錯誤による増減額 (オ) △121 △1,323

差　　引  [(エ)±(オ)] (カ)

交付基準額  [(ウ) － (カ)] (キ)

(ク)

普通交付税額  [(キ) － (ク)] (ケ)

(コ)

(サ)

(シ)

(ス)

(セ)

(ソ)

 (備考) ①令和6年度以前は決算数値、令和7年度は令和7年12月24日(第6号補正）現在の決算見込数値、

          令和8年度は当初予算数値である。

　 　　 ②標準税収入額等には、地方譲与税及び交通安全対策特別交付金を含む。

　 　　 ③標準財政規模は、普通交付税額(ケ)と標準税収入額等(ス)に臨時財政対策債振替相当額(セ)

　 　　   を加えた額である。

標準財政規模 [(ケ)＋(ス)＋(セ)]

                     年　度

区　分

基
準
財
政

需
要
額

基
準
財
政

収
入
額

調整による減額分

特別交付税額

交付税総額  [(ケ) ＋ (コ)]

財政力指数

標準税収入額等

臨時財政対策債振替相当額

令和

－ 20 －　　　　 　　　　－ 21 －



6　引上げ分に係る地方消費税収（地方消費税交付金）の使途
（単位：千円）

款 項 目
国　庫
支出金

都支出金 市債 その他

うち引上げ
分の地方消
費税交付金

充当額

障害者福祉費

児童措置費

学童保育所費

保健衛生総務費

（備考）①消費税率の改定（平成26年4月1日及び令和元年10月1日）に伴い、引上げ分の地方消費税収（市町村

　　　　　交付金を含む。）は、消費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費）、その他社会保障

　　　　　施策に要する経費に充てるものとされている。

　　　　②社会保障施策とは、「社会福祉」、「社会保険」、「保健衛生」に関する施策である。

　　　　③表内の数値は、令和8年度当初予算額である。

　　　　④地方消費税交付金のうち、引上げ分に係る予算額は1,312,269千円である。

母子保健事業費

成人保健事業費

合　　　計

認可外保育施設利用者に
対する補助事業費

認証保育所事業費

認定こども園事業費

地域型保育事業費

病児・病後児保育事業費

学童保育所運営費

財源内訳

特定財源 一般財源

保育園事業費

予算科目

事業名称 事業費

自立支援給付費等事業費

自立支援医療・補装具給
付事業費

地域生活支援事業費

在宅障害者支援事業費

難病患者福祉手当支給事
業費

7　地方交付税等の年度別状況
(単位：千円)

基準財政需要総額 (ア)

錯誤による増減額 (イ) △600 △48,502

差　　引  [(ア)±(イ)] (ウ)

基準財政収入総額 (エ)

錯誤による増減額 (オ) △121 △1,323

差　　引  [(エ)±(オ)] (カ)

交付基準額  [(ウ) － (カ)] (キ)

(ク)

普通交付税額  [(キ) － (ク)] (ケ)

(コ)

(サ)

(シ)

(ス)

(セ)

(ソ)

 (備考) ①令和6年度以前は決算数値、令和7年度は令和7年12月24日(第6号補正）現在の決算見込数値、

          令和8年度は当初予算数値である。

　 　　 ②標準税収入額等には、地方譲与税及び交通安全対策特別交付金を含む。

　 　　 ③標準財政規模は、普通交付税額(ケ)と標準税収入額等(ス)に臨時財政対策債振替相当額(セ)

　 　　   を加えた額である。

標準財政規模 [(ケ)＋(ス)＋(セ)]

                     年　度

区　分

基
準
財
政

需
要
額

基
準
財
政

収
入
額

調整による減額分

特別交付税額

交付税総額  [(ケ) ＋ (コ)]

財政力指数

標準税収入額等

臨時財政対策債振替相当額

令和

－ 20 －　　　　 　　　　－ 21 －



8　東京都市町村総合交付金の算定項目と使途

(単位：千円)

(単位：千円)

中 央 図 書 館 管 理 費

郷 土 博 物 館 管 理 費

学 校 給 食 セ ン タ ー 運 営 費

合　　　　　　　　　　　　　  　　　計

消 防 団 活 動 費

消 防 施 設 管 理 費

小 学 校 運 営 費

小 学 校 環 境 整 備 事 業 費

小 学 校 特 別 支 援 学 級 事 業 費

中 学 校 運 営 費

（２）交付金の使途

充　　　　  当　　　　 事　　　　  業 充　当　額

消 防 事 務 委 託 費

市 民 会 館 運 営 費

奈 良 橋 市 民 セ ン タ ー 管 理 費

義 務 教 育 就 学 児 医 療 費 助 成 事 業 費

保 育 園 事 業 費

保 育 園 等 施 設 整 備 事 業 費

学 童 保 育 所 運 営 費

ご み 処 理 事 業 費

し 尿 処 理 事 業 費

道 路 管 理 費

市 内 道 路 改 良 事 業 費

交 通 機 関 対 策 事 業 費

財   　　政　   　状   　　況　   　割

経　   　営　　   努　   　力　   　割

振　　   興   　　支　   　援  　 　割

政　   　策　   　連　   　携　   　枠

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計

（１）交付金の算定項目

算　    　　定　    　　項　    　　目 予　算　額

9　市債残高等の年度別状況（下水道事業会計分を除く）

公債費

負 担

比 率

平成

令和

　(備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年12月24日(第6号補正)現在の決算見込額、令和8年

　　　　 度は当初予算額である。

年度

前年度末 当該年度
当該年度償還額

当該年度償還額
財 源 内 訳

現 在 高 起 債 額
元　金 利　子 計 特定財源 一般財源

(単位：千円、％)

当該年度末 公債費
現  在  高 比　率

－ 22 －　　　　 　　　　－ 23 －



8　東京都市町村総合交付金の算定項目と使途

(単位：千円)

(単位：千円)

中 央 図 書 館 管 理 費

郷 土 博 物 館 管 理 費

学 校 給 食 セ ン タ ー 運 営 費

合　　　　　　　　　　　　　  　　　計

消 防 団 活 動 費

消 防 施 設 管 理 費

小 学 校 運 営 費

小 学 校 環 境 整 備 事 業 費

小 学 校 特 別 支 援 学 級 事 業 費

中 学 校 運 営 費

（２）交付金の使途

充　　　　  当　　　　 事　　　　  業 充　当　額

消 防 事 務 委 託 費

市 民 会 館 運 営 費

奈 良 橋 市 民 セ ン タ ー 管 理 費

義 務 教 育 就 学 児 医 療 費 助 成 事 業 費

保 育 園 事 業 費

保 育 園 等 施 設 整 備 事 業 費

学 童 保 育 所 運 営 費

ご み 処 理 事 業 費

し 尿 処 理 事 業 費

道 路 管 理 費

市 内 道 路 改 良 事 業 費

交 通 機 関 対 策 事 業 費

財   　　政　   　状   　　況　   　割

経　   　営　　   努　   　力　   　割

振　　   興   　　支　   　援  　 　割

政　   　策　   　連　   　携　   　枠

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計

（１）交付金の算定項目

算　    　　定　    　　項　    　　目 予　算　額

9　市債残高等の年度別状況（下水道事業会計分を除く）

公債費

負 担

比 率

平成

令和

　(備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年12月24日(第6号補正)現在の決算見込額、令和8年

　　　　 度は当初予算額である。

年度

前年度末 当該年度
当該年度償還額

当該年度償還額
財 源 内 訳

現 在 高 起 債 額
元　金 利　子 計 特定財源 一般財源

(単位：千円、％)

当該年度末 公債費
現  在  高 比　率

－ 22 －　　　　 　　　　－ 23 －



Ⅲ　歳　　　　　　出　



Ⅲ　歳　　　　　　出　



千円 千円 千円 ％ ％ 円 千円

議 会 費

総 務 費 △ 470,947 △ 10.5

民 生 費

衛 生 費

労 働 費 △ 1 △ 6.7

農 林 業 費

商 工 費

土 木 費 △ 247,169 △ 12.1

消 防 費

教 育 費 △ 64,065 △ 1.5

公 債 費 △ 32,049 △ 1.9

諸 支 出 金

予 備 費

(備考) ①人口は令和8年1月1日現在の84,989人による。

  　   ②前年度予算額現計は令和7年12月24日(第6号補正)現在の予算額である。

合　　　　計

人口１人
当たりの
金　　額

構成比

(参考)

前年度予算額

現　　　　計

増減率

1　歳出予算の前年度比較表

款 本年度予算額
前年度(当初)
予 　算 　額

増減額

2　一般財源に対する義務的経費の年度別比率

区分

(備考) ①一般財源は、市税・地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・
 　　　　 法人事業税交付金・地方消費税交付金・自動車取得税交付金・環境性能割交付金・地方特例
  　 　  交付金・地方交付税・交通安全対策特別交付金・臨時財政対策債である。
　　　 ②（　 ）書きは、一般財源から臨時財政対策債を除いた場合の率である。
 　 　 ③義務的経費は、人件費・扶助費・公債費である。
  　   ④令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年12月24日(第6号補正)現在の予算額、
     　　令和8年度は当初予算額である。

3　積立基金の状況

(備考) 令和6年度は決算額、令和7年度は令和7年12月24日(第6号補正)現在の予算額、令和8年度は
　　　 当初予算額である。

合　　　　　　計

旧日立航空機株式会社
変 電 所 基 金

文化・スポーツ基金

り 災 救 助 及 び
災害復旧・復興基金

環 境 緑 化 基 金

長寿社会福祉基金

公共施設等整備基金

一般会計減債基金

年度末現在高 年度末現在高

財 政 調 整 基 金

積 立 額 とりくずし額積 立 額 とりくずし額

（単位：千円）

区　　　分
令和6年度末 令和7年度（見込み） 令和8年度（見込み）

現 在 高

一般財源

義務的経費
×

歳出総額

人件費
×

一般財源

人件費
×

市税収入

人件費
×

（単位：％）

年度 平成 令和

　  　  

－ 26 －　　　　 　　　　－ 27 －



千円 千円 千円 ％ ％ 円 千円

議 会 費

総 務 費 △ 470,947 △ 10.5

民 生 費

衛 生 費

労 働 費 △ 1 △ 6.7

農 林 業 費

商 工 費

土 木 費 △ 247,169 △ 12.1

消 防 費

教 育 費 △ 64,065 △ 1.5

公 債 費 △ 32,049 △ 1.9

諸 支 出 金

予 備 費

(備考) ①人口は令和8年1月1日現在の84,989人による。

  　   ②前年度予算額現計は令和7年12月24日(第6号補正)現在の予算額である。

合　　　　計

人口１人
当たりの
金　　額

構成比

(参考)

前年度予算額

現　　　　計

増減率

1　歳出予算の前年度比較表

款 本年度予算額
前年度(当初)
予 　算 　額

増減額

2　一般財源に対する義務的経費の年度別比率

区分

(備考) ①一般財源は、市税・地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・
 　　　　 法人事業税交付金・地方消費税交付金・自動車取得税交付金・環境性能割交付金・地方特例
  　 　  交付金・地方交付税・交通安全対策特別交付金・臨時財政対策債である。
　　　 ②（　 ）書きは、一般財源から臨時財政対策債を除いた場合の率である。
 　 　 ③義務的経費は、人件費・扶助費・公債費である。
  　   ④令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年12月24日(第6号補正)現在の予算額、
     　　令和8年度は当初予算額である。

3　積立基金の状況

(備考) 令和6年度は決算額、令和7年度は令和7年12月24日(第6号補正)現在の予算額、令和8年度は
　　　 当初予算額である。

合　　　　　　計

旧日立航空機株式会社
変 電 所 基 金

文化・スポーツ基金

り 災 救 助 及 び
災害復旧・復興基金

環 境 緑 化 基 金

長寿社会福祉基金

公共施設等整備基金

一般会計減債基金

年度末現在高 年度末現在高

財 政 調 整 基 金

積 立 額 とりくずし額積 立 額 とりくずし額

（単位：千円）

区　　　分
令和6年度末 令和7年度（見込み） 令和8年度（見込み）

現 在 高

一般財源

義務的経費
×

歳出総額

人件費
×

一般財源

人件費
×

市税収入

人件費
×

（単位：％）

年度 平成 令和

　  　  

－ 26 －　　　　 　　　　－ 27 －



4　歳出予算の経費別分類表

％ ％

普通建設
事 業 費

議 会 費

人 件 費 物 件 費 維持補修費 扶 助 費 補助費等
 目的別

  性質別

民 生 費

総 務 費

労 働 費

衛 生 費

商 工 費

農 林 業 費

消 防 費

土 木 費

公 債 費

教 育 費

予 備 費

諸 支 出 金

構  成  比  (％)

合　　　計

増     減     額 △ 271,308 △ 1,057,891

前     年     度

△ 57.5

前年度の構成比(％)

増  減  率  (％) △ 6.5

消 費 的 経 費

人件費・物件費・

維持補修費・

扶助費・補助費等

経 費 区 分 経 費 の 内 容 本  年  度 前  年  度
構 成 比 構 成 比

投 資 的 経 費
普通建設事業費・
失業対策事業費

(単位：千円)

(単位：千円)

％ ％

予 備 費 合    計
事 業 費 出 資 金
失業対策

公 債 費 積 立 金
投資及び

貸 付 金 繰 出 金

△ 1.9

△ 32,049

経 費 区 分 経 費 の 内 容 本 　年 　度 前  年  度
構 成 比 構 成 比

合　　　　　　　　計

そ　の　他
公債費・積立金・投
資及び出資金・貸付
金・繰出金・予備費

－ 28 －　　　　 　　　　－ 29 －



4　歳出予算の経費別分類表

％ ％

普通建設
事 業 費

議 会 費

人 件 費 物 件 費 維持補修費 扶 助 費 補助費等
 目的別

  性質別

民 生 費

総 務 費

労 働 費

衛 生 費

商 工 費

農 林 業 費

消 防 費

土 木 費

公 債 費

教 育 費

予 備 費

諸 支 出 金

構  成  比  (％)

合　　　計

増     減     額 △ 271,308 △ 1,057,891

前     年     度

△ 57.5

前年度の構成比(％)

増  減  率  (％) △ 6.5

消 費 的 経 費

人件費・物件費・

維持補修費・

扶助費・補助費等

経 費 区 分 経 費 の 内 容 本  年  度 前  年  度
構 成 比 構 成 比

投 資 的 経 費
普通建設事業費・
失業対策事業費

(単位：千円)

(単位：千円)

％ ％

予 備 費 合    計
事 業 費 出 資 金
失業対策

公 債 費 積 立 金
投資及び

貸 付 金 繰 出 金

△ 1.9

△ 32,049

経 費 区 分 経 費 の 内 容 本 　年 　度 前  年  度
構 成 比 構 成 比

合　　　　　　　　計

そ　の　他
公債費・積立金・投
資及び出資金・貸付
金・繰出金・予備費

－ 28 －　　　　 　　　　－ 29 －



5　歳出予算の節別集計表

　　　　款

議

会

費

総

務

費

民

生

費

衛

生

費

労

働

費

農

林

業

費

商

工

費

土

木

費
節

報 酬

給 料

職 員
手 当 等

共 済 費

災 害
補 償 費

恩給及び
退職年金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及
び賃借料

工 事
請 負 費

原材料費

(単位：千円)

消

防

費

教

育

費

公

債

費

諸

支

出

金

予

備

費

合

計

前

年

度

増

減

額
(％)

△ 79,293

△ 16,860

△ 11,353

△ 100

△ 10,295

△ 43,411

△ 737,783

前
年
度

構
成
比

構
成
比

(％)

－ 30 －　　　　 　　　　－ 31 －



5　歳出予算の節別集計表

　　　　款

議

会

費

総

務

費

民

生

費

衛

生

費

労

働

費

農

林

業

費

商

工

費

土

木

費
節

報 酬

給 料

職 員
手 当 等

共 済 費

災 害
補 償 費

恩給及び
退職年金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及
び賃借料

工 事
請 負 費

原材料費

(単位：千円)

消

防

費

教

育

費

公

債

費

諸

支

出

金

予

備

費

合

計

前

年

度

増

減

額
(％)

△ 79,293

△ 16,860

△ 11,353

△ 100

△ 10,295

△ 43,411

△ 737,783

前
年
度

構
成
比

構
成
比

(％)

－ 30 －　　　　 　　　　－ 31 －



議

会

費

総

務

費

民

生

費

衛

生

費

労

働

費

農

林

業

費

商

工

費

土

木

費
節

公有財産購
入 費

備品購入費

負担金補助
及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填
及び賠償金

償還金利子
及び割引料

投 資 及 び
出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

予 備 費

構 成 比

前 年 度
構 成 比

款

合　　計

－ 32 －　　　　 　　　　－ 33 －



議

会

費

総

務

費

民

生

費

衛

生

費

労

働

費

農

林

業

費

商

工

費

土

木

費
節

公有財産購
入 費

備品購入費

負担金補助
及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填
及び賠償金

償還金利子
及び割引料

投 資 及 び
出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

予 備 費

構 成 比

前 年 度
構 成 比

款

合　　計

(単位：千円)

消

防

費

教

育

費

公

債

費

諸

支

出

金

予

備

費

合

計

前

年

度

増

減

額
(％)

△ 5,262

△ 218,308

△ 13,931

△ 28,049

△ 150

― ― ―

― ― ―

構
成
比

(％)

前
年
度

構
成
比

―

―

－ 32 －　　　　 　　　　－ 33 －



6　歳出予算の事業費比較表

（単位：千円）

款 項 目

職員人件費

議会運営費 △ 10,037 △ 10,032

職員人件費

人事管理事務費 △ 7,481

(3　職員給与事務費） △ 991 △ 991

職員研修事業費 △ 1,387 △ 1,387

職員福利厚生事業費

渉外事務費

総務管理事務費

古紙リサイクル事業費

人権施策企画推進事業費

固定資産評価審査委員会運営費

文書事務費 △ 1,191 △ 1,191

法規事務費

情報公開・個人情報保護事務費

広報プロモーション活動費

広聴活動費

財政事務費 △ 42 △ 42

会計事務費

庁舎管理費

契約事務費

財産管理事務費

検査事務費

公共施設管理事業費 △ 944 △ 944

企画業務費 △ 774

総合計画事務費 △ 1,537 △ 1,537

公共施設再編事業費

交通安全対策審議会費

交通安全推進事業費 △ 1,183 △ 1,383

職員交通安全推進事業費

防犯対策事業費

防犯機器等購入緊急補助事業費※新設

情報システム管理・運営事業費 △ 96,219 △ 39,346

社会保障・税番号制度推進事業費 △ 4,109 △ 383

市民会館運営費

市民協働事業費

都市交流事業費 △ 14

国際交流事業費

市民センター管理事務費

奈良橋市民センター管理費

清水地区集会所管理費

湖畔地区集会所管理費

うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

－ 34 －　　　　 　　　　－ 35 －



6　歳出予算の事業費比較表

（単位：千円）

款 項 目

職員人件費

議会運営費 △ 10,037 △ 10,032

職員人件費

人事管理事務費 △ 7,481

(3　職員給与事務費） △ 991 △ 991

職員研修事業費 △ 1,387 △ 1,387

職員福利厚生事業費

渉外事務費

総務管理事務費

古紙リサイクル事業費

人権施策企画推進事業費

固定資産評価審査委員会運営費

文書事務費 △ 1,191 △ 1,191

法規事務費

情報公開・個人情報保護事務費

広報プロモーション活動費

広聴活動費

財政事務費 △ 42 △ 42

会計事務費

庁舎管理費

契約事務費

財産管理事務費

検査事務費

公共施設管理事業費 △ 944 △ 944

企画業務費 △ 774

総合計画事務費 △ 1,537 △ 1,537

公共施設再編事業費

交通安全対策審議会費

交通安全推進事業費 △ 1,183 △ 1,383

職員交通安全推進事業費

防犯対策事業費

防犯機器等購入緊急補助事業費※新設

情報システム管理・運営事業費 △ 96,219 △ 39,346

社会保障・税番号制度推進事業費 △ 4,109 △ 383

市民会館運営費

市民協働事業費

都市交流事業費 △ 14

国際交流事業費

市民センター管理事務費

奈良橋市民センター管理費

清水地区集会所管理費

湖畔地区集会所管理費

うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

上北台市民センター管理費 △ 89,062 △ 6,563

芋窪地区集会所管理費

南街市民センター管理費 △ 343 △ 347

桜が丘市民センター管理費 △ 1,396 △ 1,396

玉川上水地区集会所管理費

向原市民センター管理費 △ 151,927 △ 1,587

仲原地区集会所管理費

新堀地区会館管理費

清原市民センター管理費 △ 117,589 △ 10,589

男女共同参画推進事業費 △ 182 △ 182

市税過誤納還付金等

職員人件費

課税管理事務費 △ 7,109 △ 6,750

（3　納税管理事務費） △ 497 △ 19

賦課事務費 △ 9,026 △ 7,953

徴収事務費

職員人件費

戸籍事務費 △ 11,749 △ 14,338

住民基本台帳事務費 △ 3,611 △ 2,110

マイナンバーカード交付関係事務費

職員人件費

選挙管理委員会運営費 △ 16 △ 12

選挙常時啓発事業費

市議会議員及び市長選挙費

（1　参議院議員選挙費） △ 88,540

（1　東京都議会議員選挙費） △ 67,156

職員人件費

統計事務管理費

（2　国勢調査費） △ 70,312 △ 35

経済センサス調査区管理費

（9　経済センサス活動調査準備事務
費）

△ 429

経済センサス活動調査費

（14　農林業センサス費） △ 39

（15　建設工事統計調査費） △ 74 △ 13

学校基本調査費

職員人件費

監査委員運営費 △ 217 △ 217

職員人件費

国民健康保険事業特別会計繰出金 △ 21,777 △ 6,527

介護保険事業特別会計繰出金

後期高齢者医療特別会計繰出金

福祉推進管理事務費

民生委員推薦会費 △ 243 △ 31

－ 34 －　　　　 　　　　－ 35 －



（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

民生（児童）委員活動費 △ 288

更生保護事業費 △ 30 △ 30

東大和市シルバー人材センター運営・
補助事業費

東大和市社会福祉協議会運営・補助事
業費

△ 28,412 △ 15,060

東大和市戦没者追悼事業費

慰霊塔管理費

地域福祉審議会費 △ 469 △ 469

地域福祉推進事業費

低所得者対策事業費

社会福祉法人等指導検査事務費

女性福祉資金貸付事務費 △ 10

ファミリー・サポート・センター運営
補助事業費

△ 931 △ 536

原子爆弾被爆者見舞金支給事業費

ひきこもり支援体制構築事業費

社会を明るくする運動事業費※新設

権利擁護推進事業費※新設

中国残留邦人等生活支援金追加給付事
業費※新設

老人福祉館運営費 △ 14 △ 14

老人集会所管理費

高齢者福祉管理事務費 △ 22 △ 22

老人ホーム（措置）事業費

高齢者日常生活支援事業費 △ 171 △ 9

高齢者住宅事業費

介護保険生計困難者に対する利用者負
担額軽減措置事業費

介護保険利用者負担軽減事業費

介護サービス事業者支援等事業費

在宅サービスセンター運営事業費 △ 20,507 △ 1,507

老人クラブ育成事業費 △ 837 △ 265

高齢者見守りぼっくす事業費 △ 10,170

認知症検診推進事業費 △ 82

介護職員初任者研修費補助事業費 △ 1

高齢者補聴器購入費助成事業費※新設

障害福祉管理事務費

心身障害者相談員事業費 △ 25 △ 1

自立支援給付費等事業費

自立支援医療・補装具給付事業費

地域生活支援事業費 △ 2,662

在宅障害者支援事業費

心身障害者福祉手当支給事業費

－ 36 －　　　　 　　　　－ 37 －



（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

民生（児童）委員活動費 △ 288

更生保護事業費 △ 30 △ 30

東大和市シルバー人材センター運営・
補助事業費

東大和市社会福祉協議会運営・補助事
業費

△ 28,412 △ 15,060

東大和市戦没者追悼事業費

慰霊塔管理費

地域福祉審議会費 △ 469 △ 469

地域福祉推進事業費

低所得者対策事業費

社会福祉法人等指導検査事務費

女性福祉資金貸付事務費 △ 10

ファミリー・サポート・センター運営
補助事業費

△ 931 △ 536

原子爆弾被爆者見舞金支給事業費

ひきこもり支援体制構築事業費

社会を明るくする運動事業費※新設

権利擁護推進事業費※新設

中国残留邦人等生活支援金追加給付事
業費※新設

老人福祉館運営費 △ 14 △ 14

老人集会所管理費

高齢者福祉管理事務費 △ 22 △ 22

老人ホーム（措置）事業費

高齢者日常生活支援事業費 △ 171 △ 9

高齢者住宅事業費

介護保険生計困難者に対する利用者負
担額軽減措置事業費

介護保険利用者負担軽減事業費

介護サービス事業者支援等事業費

在宅サービスセンター運営事業費 △ 20,507 △ 1,507

老人クラブ育成事業費 △ 837 △ 265

高齢者見守りぼっくす事業費 △ 10,170

認知症検診推進事業費 △ 82

介護職員初任者研修費補助事業費 △ 1

高齢者補聴器購入費助成事業費※新設

障害福祉管理事務費

心身障害者相談員事業費 △ 25 △ 1

自立支援給付費等事業費

自立支援医療・補装具給付事業費

地域生活支援事業費 △ 2,662

在宅障害者支援事業費

心身障害者福祉手当支給事業費

（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

特別障害者手当等支給事業費

難病患者福祉手当支給事業費

地域活動支援センター運営事業費

成年後見制度利用支援事業費 △ 2

障害者就労支援事業費

旧みのり福祉園管理費

職員人件費

児童福祉管理事務費 △ 3,041

児童手当支給事業費 △ 165,818 △ 12,856

児童扶養手当支給事業費

児童育成手当支給事業費

乳幼児医療費助成事業費 △ 18,812 △ 13,793

義務教育就学児医療費助成事業費 △ 23,043 △ 123,279

子ども・子育て支援事業費

心身障害児福祉手当支給事業費

高校生等医療費助成事業費

児童措置管理事務費 △ 24 △ 710

保育園事業費

認可外保育施設等利用者に対する補助
事業費

△ 20,595 △ 2,187

認証保育所事業費

認定こども園事業費 △ 3,035

地域型保育事業費

保育園等施設整備事業費

病児・病後児保育事業費

保育士確保支援事業費 △ 1,252

（10　多様な他者との関わりの機会の
創出事業費）

△ 318,984

物価高騰対応重点支援事業費※新設

乳児等通園支援事業費※新設

一時預かり事業費※新設

職員人件費 △ 25,527 △ 7,027

狭山保育園運営費 △ 4,646 △ 3,722

子ども家庭センター運営費

子育てひろば事業費

子どもショートステイ事業費 △ 1,489

旧子ども家庭支援センター管理費※新
設

ひとり親家庭・女性相談事業費 △ 61

母子・父子福祉資金貸付事務費 △ 46

母子家庭等自立支援給付金支給事業費 △ 6

母子生活支援施設保護事業費

ひとり親家庭等医療費助成事業費

－ 36 －　　　　 　　　　－ 37 －



（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

ひとり親家庭ホームヘルプサービス事
業費

助産実施事業費

児童館管理事務費 △ 68 △ 68

ならはし児童館運営費

かみきただい児童館運営費 △ 1,387 △ 2,147

むこうはら児童館運営費 △ 299

なんがい児童館運営費

きよはら児童館運営費

さくらがおか児童館運営費

学童保育所運営費

民間学童保育所運営補助事業費

（1　旧やまとあけぼの学園管理費） △ 34,141 △ 34,141

児童発達支援センター運営事業費

職員人件費

生活保護事務費

生活困窮者自立支援事業費

生活保護費追加給付事務費※新設

法外援護事業費

生活保護援護事業費

生活保護費追加給付事業費※新設

職員人件費

国民年金事務費

災害時要配慮者対策事業費 △ 287 △ 365

職員人件費

保健事業費

母子保健事業費

成人保健事業費

出産・子育て応援事業費

バースデーサポート事業費

母子予防事業費

成人予防事業費

狂犬病予防事業費

飼い主のいない猫対策事業費 △ 183 △ 90

新型コロナウイルス感染症対策事業費

保健センター運営費 △ 339 △ 339

救急医療体制整備事業費

歯科医療連携推進事業費

休日急患診療所運営費 △ 885 △ 1,524

祝日等歯科応急診療事業費

害虫等駆除事業費

墓地の経営許可等に関する事務費

野火止用水保全対策事業費

地球温暖化対策事業費 △ 261 △ 2,136

－ 38 －　　　　 　　　　－ 39 －



（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

ひとり親家庭ホームヘルプサービス事
業費

助産実施事業費

児童館管理事務費 △ 68 △ 68

ならはし児童館運営費

かみきただい児童館運営費 △ 1,387 △ 2,147

むこうはら児童館運営費 △ 299

なんがい児童館運営費

きよはら児童館運営費

さくらがおか児童館運営費

学童保育所運営費

民間学童保育所運営補助事業費

（1　旧やまとあけぼの学園管理費） △ 34,141 △ 34,141

児童発達支援センター運営事業費

職員人件費

生活保護事務費

生活困窮者自立支援事業費

生活保護費追加給付事務費※新設

法外援護事業費

生活保護援護事業費

生活保護費追加給付事業費※新設

職員人件費

国民年金事務費

災害時要配慮者対策事業費 △ 287 △ 365

職員人件費

保健事業費

母子保健事業費

成人保健事業費

出産・子育て応援事業費

バースデーサポート事業費

母子予防事業費

成人予防事業費

狂犬病予防事業費

飼い主のいない猫対策事業費 △ 183 △ 90

新型コロナウイルス感染症対策事業費

保健センター運営費 △ 339 △ 339

救急医療体制整備事業費

歯科医療連携推進事業費

休日急患診療所運営費 △ 885 △ 1,524

祝日等歯科応急診療事業費

害虫等駆除事業費

墓地の経営許可等に関する事務費

野火止用水保全対策事業費

地球温暖化対策事業費 △ 261 △ 2,136

（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

環境保全事業費 △ 1,160 △ 1,420

公害対策事業費 △ 1,403

職員人件費

清掃管理事務費 △ 9,010 △ 307

ごみ減量推進事業費

ごみ処理事業費

し尿処理事業費 △ 541

就労支援事業費 △ 1 △ 1

農業委員会運営費

職員人件費

農業振興対策事業費 △ 454

ファーマーズセンター運営費

職員人件費

商工事務費

商工振興対策事業費 △ 50 △ 5,256

商工会補助事業費

融資事業費

観光推進事業費 △ 1,515 △ 1,140

消費者保護対策事業費

職員人件費

土木管理事務費

交通安全自転車対策事業費 △ 5,105 △ 5,123

道路管理費

街路灯管理費 △ 31,717 △ 31,717

交通安全施設管理費

道路補修事業費

街路樹等管理費

駅前広場管理費

市内道路改良事業費 △ 206,952

交通安全施設整備事業費

河川管理費

職員人件費

（2　都市計画審議会費） △ 345 △ 345

都市計画事務費 △ 24,501 △ 22,488

交通機関対策事業費

コミュニティバス等運行事業費

（6　街づくり審査会費） △ 80 △ 80

用地買収事務費

土地取引事務費 △ 3 △ 20

下水道事業会計繰出金

公園・緑地管理費 △ 183,704 △ 185,482

狭山緑地用地買収事業費 △ 15,653 △ 15,653

こども広場管理費

都市計画道路３・４・１７号線整備事
業費

－ 38 －　　　　 　　　　－ 39 －



（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

都市計画道路３・４・２６号線用地買
収事業費

市営住宅管理費

住宅施策推進事業費

住宅等耐震助成事業費 △ 551 △ 251

消防事務委託費

消防団活動費 △ 4,361 △ 4,020

消防施設管理費 △ 5,996

災害対策事業費

国民保護関係事業費

教育委員会運営費

職員人件費

教育事務管理費

就学相談事業費

就学時健康診断等事業費 △ 7 △ 7

児童・生徒指導事業費

児童・生徒災害給付事業費

通学路等学校安全対策事業費 △ 89

修学旅行等事業費

教職員人事・給与事務費

教育指導管理事務費

教職員研修事業費 △ 246 △ 261

教科書・指導書・副読本等購入事業費

学校行事・部活動等運営支援事業費 △ 4,498

国際理解教育推進事業費

教育センター運営費

情報教育推進事業費 △ 7,325

学力・授業力向上推進事業費

学校と地域の連携等推進事業費

外国人学校児童・生徒保護者負担軽減
事業費

小学校運営費 △ 5,461 △ 2,202

小学校環境整備事業費 △ 80,231

小学校就学援助事業費

小学校特別支援学級事業費

小学校特別支援教室等事業費

小学校健康管理事業費

（2　第七小学校・第九小学校統合新
校建設事業費）

△ 57,895 △ 7,895

中学校運営費 △ 652

中学校環境整備事業費 △ 96,312

中学校就学援助事業費

中学校特別支援学級事業費

中学校特別支援教室事業費 △ 298 △ 298

中学校健康管理事業費 △ 222 △ 222

－ 40 －　　　　 　　　　－ 41 －



（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

都市計画道路３・４・２６号線用地買
収事業費

市営住宅管理費

住宅施策推進事業費

住宅等耐震助成事業費 △ 551 △ 251

消防事務委託費

消防団活動費 △ 4,361 △ 4,020

消防施設管理費 △ 5,996

災害対策事業費

国民保護関係事業費

教育委員会運営費

職員人件費

教育事務管理費

就学相談事業費

就学時健康診断等事業費 △ 7 △ 7

児童・生徒指導事業費

児童・生徒災害給付事業費

通学路等学校安全対策事業費 △ 89

修学旅行等事業費

教職員人事・給与事務費

教育指導管理事務費

教職員研修事業費 △ 246 △ 261

教科書・指導書・副読本等購入事業費

学校行事・部活動等運営支援事業費 △ 4,498

国際理解教育推進事業費

教育センター運営費

情報教育推進事業費 △ 7,325

学力・授業力向上推進事業費

学校と地域の連携等推進事業費

外国人学校児童・生徒保護者負担軽減
事業費

小学校運営費 △ 5,461 △ 2,202

小学校環境整備事業費 △ 80,231

小学校就学援助事業費

小学校特別支援学級事業費

小学校特別支援教室等事業費

小学校健康管理事業費

（2　第七小学校・第九小学校統合新
校建設事業費）

△ 57,895 △ 7,895

中学校運営費 △ 652

中学校環境整備事業費 △ 96,312

中学校就学援助事業費

中学校特別支援学級事業費

中学校特別支援教室事業費 △ 298 △ 298

中学校健康管理事業費 △ 222 △ 222

（単位：千円）

款 項 目
うち一般財源

科 目 事  業  名 令和8年度当初予算 令和7年度当初予算 差  引  額

（A) うち一般財源 （B) うち一般財源 (A)－(B)

職員人件費

社会教育事務費 △ 262 △ 262

社会教育委員活動費

二十歳の成人式事業費 △ 218 △ 218

社会教育関係団体育成事業費 △ 298 △ 298

市民文化祭事業費

平和事業費

文化財保護・保存事業費 △ 8 △ 8

文化施設管理費

（10　青少年問題協議会費） △ 702 △ 702

青少年対策事業費 △ 148 △ 87

放課後子ども教室推進事業費 △ 7,983 △ 2,562

中央公民館事業費 △ 1,983 △ 1,912

南街公民館事業費

狭山公民館事業費

蔵敷公民館事業費

新堀地区会館で行う公民館事業費 △ 23 △ 23

上北台公民館事業費

中央図書館管理費 △ 81,820 △ 14,121

中央図書館事業費

郷土博物館管理費

郷土博物館事業費 △ 298 △ 295

職員人件費

スポーツ推進委員活動費

スポーツ振興事業費

体育施設運営費

職員人件費

学校給食センター運営費

私立幼稚園保護者に対する補助事業費 △ 79,084 △ 22,359

幼稚園事業費

借入金償還費 △ 37,582 △ 89,317

借入金利子支払費

基金積立金（原資分）

基金積立金（利息分）

予備費

歳出合計

（備考）「※新設」は、令和8年度に新設したもの(選挙費及び統計調査費を除く)。
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Ⅳ　参   考   資　 料　



Ⅳ　参   考   資　 料　



1　職員数の状況
(単位：人)

職名

部課名

（備考）職員数は令和8年2月1日現在の人数で、（　）内は再任用短時間勤務職員数（内数）を示す。

内　訳
一般 土木 建築 電気

男 女
一般参事 副参事 主査

主　　　　　事
合計

事務 技術 技術 技術 衛生士 作業
保育士 栄養士 保健師 看護師

歯　科

議 会 事 務 局

政
策
経
営
部

企 画 政 策 課

公 共 施 設
再 編 課

広 報 プ ロ モ ー
シ ョ ン 課

Ｄ Ｘ 課

市 長 室

地 域 活 性 課

財 政 課

人 事 課

行
政
管
理
部

総 務 課

契 約 検 査 課

市 民 課

課 税 課

管 財 課

納 税 課

防 災 安 全 課

未
来
部

子
ど
も

子育て支援課

子 ど も 家 庭
セ ン タ ー

保 育 課

市
民
生
活
部

市 民 生 活 課

環 境 対 策 課

ス ポ ー ツ 観 光 課

健
幸
福
祉
部

健 康 推 進 課

地 域 福 祉 課

生 活 福 祉 課

障 害 福 祉 課

介 護 保 険 課

保 険 年 金 課

都市づくり課

都 市 基 盤 課

下 水 道 課

会 計 課

ま
ち

づ
く
り
部

教
育
委
員
会

教
育
部

教育総務課

教育指導課

青 少 年 課

生涯学習課

中央図書館

選 挙 管 理 委 員 会
事 務 局

監 査 委 員 事 務 局

合　　　計

2　部門別職員数の年度別状況
(単位：人)

(備考) ①部門区分と職員数は、地方公共団体定員管理調査に基づくもので、各年度4月1日現在の人数である。

　　　 ②部門区分の「その他」は、国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業に係る職員数で

　　　   ある。

年度

△ 4 △ 7 △ 4

△ 1

合　　計 △ 9

△ 1そ の 他

△ 4

民 生

△ 2

下 水 道

△ 1

衛 生

教 育

△ 2

△ 6

△ 1

△ 2△ 2土 木

商 工

△ 1

△ 1

農 林 水 産

△ 2 △ 1 △ 1税 務

総 務 ・ 企 画 △ 12△ 4

部門区分

議 会

職員数 増減数 職員数 増減数 職員数 増減数 職員数 増減数 職員数 増減数

△ 5

△ 1

△ 10

△ 1

△ 1

△ 10
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1　職員数の状況
(単位：人)

職名

部課名

（備考）職員数は令和8年2月1日現在の人数で、（　）内は再任用短時間勤務職員数（内数）を示す。

内　訳
一般 土木 建築 電気

男 女
一般参事 副参事 主査

主　　　　　事
合計

事務 技術 技術 技術 衛生士 作業
保育士 栄養士 保健師 看護師

歯　科

議 会 事 務 局

政
策
経
営
部

企 画 政 策 課

公 共 施 設
再 編 課

広 報 プ ロ モ ー
シ ョ ン 課

Ｄ Ｘ 課

市 長 室

地 域 活 性 課

財 政 課

人 事 課

行
政
管
理
部

総 務 課

契 約 検 査 課

市 民 課

課 税 課

管 財 課

納 税 課

防 災 安 全 課

未
来
部

子
ど
も

子育て支援課

子 ど も 家 庭
セ ン タ ー

保 育 課

市
民
生
活
部

市 民 生 活 課

環 境 対 策 課

ス ポ ー ツ 観 光 課

健
幸
福
祉
部

健 康 推 進 課

地 域 福 祉 課

生 活 福 祉 課

障 害 福 祉 課

介 護 保 険 課

保 険 年 金 課

都市づくり課

都 市 基 盤 課

下 水 道 課

会 計 課

ま
ち

づ
く
り
部

教
育
委
員
会

教
育
部

教育総務課

教育指導課

青 少 年 課

生涯学習課

中央図書館

選 挙 管 理 委 員 会
事 務 局

監 査 委 員 事 務 局

合　　　計

2　部門別職員数の年度別状況
(単位：人)

(備考) ①部門区分と職員数は、地方公共団体定員管理調査に基づくもので、各年度4月1日現在の人数である。

　　　 ②部門区分の「その他」は、国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業に係る職員数で

　　　   ある。

年度

△ 4 △ 7 △ 4

△ 1

合　　計 △ 9

△ 1そ の 他

△ 4

民 生

△ 2

下 水 道

△ 1

衛 生

教 育

△ 2

△ 6

△ 1

△ 2△ 2土 木

商 工

△ 1

△ 1

農 林 水 産

△ 2 △ 1 △ 1税 務

総 務 ・ 企 画 △ 12△ 4

部門区分

議 会

職員数 増減数 職員数 増減数 職員数 増減数 職員数 増減数 職員数 増減数

△ 5

△ 1

△ 10

△ 1

△ 1

△ 10

－ 44 －　　　　 　　　　－ 45 －



3　一般職員（再任用短時間勤務職員を含む）の給与費内訳表

議 会 費

議 会 費

総 務 費

総務管理費

徴 税 費

戸 籍 住 民
基本台帳費

選 挙 費

統計調査費

監査委員費

民 生 費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

国民年金費

衛 生 費

保健衛生費

清 掃 費

農林業費

農 業 費

商 工 費

商 工 費

土 木 費

土木管理費

都市計画費

教 育 費

教育総務費

社会教育費

保健体育費

(備考)①時間外勤務手当については、職員の選挙事務等への従事に係る時間外勤務手当は含まない。

  　  ②会計年度任用職員の報酬、職員手当等及び共済費は含まない。

款 給　料

合　　　　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　給　　　

　　　　　　　　　職　　　　　　　員　　　　　　　手

管理職員
特別勤務

特　殊
勤　務

住　居地　域 扶　養 管理職 通　勤

項

－ 46 －　　　　 　　　　－ 47 －



3　一般職員（再任用短時間勤務職員を含む）の給与費内訳表

議 会 費

議 会 費

総 務 費

総務管理費

徴 税 費

戸 籍 住 民
基本台帳費

選 挙 費

統計調査費

監査委員費

民 生 費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

国民年金費

衛 生 費

保健衛生費

清 掃 費

農林業費

農 業 費

商 工 費

商 工 費

土 木 費

土木管理費

都市計画費

教 育 費

教育総務費

社会教育費

保健体育費

(備考)①時間外勤務手当については、職員の選挙事務等への従事に係る時間外勤務手当は含まない。

  　  ②会計年度任用職員の報酬、職員手当等及び共済費は含まない。

款 給　料

合　　　　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　給　　　

　　　　　　　　　職　　　　　　　員　　　　　　　手

管理職員
特別勤務

特　殊
勤　務

住　居地　域 扶　養 管理職 通　勤

項

(単位：千円)

児　童
手　当

職員手当等
計 共済費

（C）

合　　計

（C)

　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　費

退職手当
組合負担金

　　当　　　　　　　等　　　　　　　内　　　　　　　訳

宿日直 時間外 期　末 勤　勉
計(B)
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4　会計年度任用職員の報酬等一覧表

所管課 事　　　　業 職　　   名 人数(人) 時間額(円) 予算額(千円)

地域活性課 ファーマーズセンター運営費 ファーマーズセンター農業指導員

市長室 広聴活動費 臨時保育士

人事課 人事管理事務費 一般事務

総務課 総務管理事務費 一般事務

文書事務費 文書交換業務員

庁舎管理費 施設等営繕業務員

経済センサス活動調査費 一般事務

管財課 財産管理事務費 用地事務専門員

庁用車管理業務員

課税課 課税管理事務費　 一般事務

市民生活課 奈良橋市民センター管理費 一般事務

上北台市民センター管理費 一般事務

南街市民センター管理費 一般事務

桜が丘市民センター管理費 一般事務

向原市民センター管理費 一般事務

新堀地区会館管理費 一般事務

清原市民センター管理費 一般事務

東大和市戦没者追悼事業費 看護師

老人福祉館運営費 一般事務

消費者保護対策事業費 消費生活相談員

平和事業費 看護師

環境対策課 飼い主のいない猫対策事業費 動物飼養相談員

環境保全事業費 一般事務

防災安全課 防犯対策事業費 庁用車運転業務員

子育て支援課 児童福祉管理事務費　 一般事務

子ども・子育て支援事業費 臨時保育士

子ども家庭センター 子ども家庭センター運営費 臨時保育士

母子保健事業費 管理栄養士

保健師

助産師

臨床検査技師

看護師

歯科衛生士

臨時保育士

栄養士

一般事務

保育課 児童措置管理事務費 保健師

－ 48 －　　　　 　　　　－ 49 －



所管課 事　　　　業 職　　   名 人数(人) 時間額(円) 予算額(千円)

(保育課） （児童措置管理事務費） 保育給付業務員

狭山保育園運営費 保育園栄養士

保育士

臨時11時間開所保育士

臨時保育士

給食調理員

看護師

地域福祉課 福祉推進管理事務費 一般事務

社会福祉法人等指導検査事務費 指導検査員

生活福祉課 生活保護事務費 福祉業務支援員

生活保護面接相談員

生活保護費追加給付事務費 一般事務

障害福祉課 障害福祉管理事務費 障害福祉業務相談員

障害福祉業務員

健康推進課 保健事業費 管理栄養士

保健師

看護師

歯科衛生士

臨時保育士

栄養士

保険年金課 国民年金事務費 国民年金相談員

都市基盤課 公園・緑地管理費 土木・清掃作業員

会計課 会計事務費 一般事務

教育総務課 教育事務管理費 一般事務

就学時健康診断等事業費 一般事務

児童・生徒指導事業費 介助員

修学旅行等事業費 介助員

小学校健康管理事業費 看護師

歯科衛生士

一般事務

中学校健康管理事業費 看護師

歯科衛生士

一般事務

学校給食センター運営費 栄養士

教育指導課 就学相談事業費 心理相談員

教職員人事・給与事務費 事務職員等（都費負担） －

副校長補佐

スクール・サポート・スタッフ

教育指導管理事務費 学校図書館指導員

学校行事・部活動等運営支援事業費 部活動指導員
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所管課 事　　　　業 職　　   名 人数(人) 時間額(円) 予算額(千円)

（教育指導課） 教育センター運営費 さわやか教育相談員

学習指導員

スクールソーシャルワーカー

スクールカウンセラー

校内別室指導支援員

情報教育推進事業費 デジタル利活用支援員

学力・授業力向上推進事業費 学習指導員

ティームティーチャー

学習支援員

特別非常勤講師

エデュケーション・アシスタント

小学校特別支援学級事業費 介助員

中学校特別支援学級事業費 介助員

青少年課 ならはし児童館運営費 主任児童館業務員

児童館業務員(有資格)

かみきただい児童館運営費 主任児童館業務員

児童館業務員(有資格)

むこうはら児童館運営費 主任児童館業務員

児童館業務員(有資格)

なんがい児童館運営費 主任児童館業務員

児童館業務員(有資格)

きよはら児童館運営費 主任児童館業務員

児童館業務員(有資格)

さくらがおか児童館運営費 主任児童館業務員

児童館業務員(有資格)

学童保育所運営費 催告事務

放課後子ども教室推進事業費 放課後子ども教室支援員

生涯学習課 中央公民館事業費 公民館業務員

臨時保育士

臨時保育補助員

南街公民館事業費 一般事務

狭山公民館事業費 一般事務

蔵敷公民館事業費 一般事務

上北台公民館事業費 一般事務

郷土博物館管理費 郷土博物館業務員

一般事務

中央図書館 中央図書館管理費 図書館業務員

自動車運転手

図書館勤務員

－合　　　　　　　　計
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所管課 人数(人) 単　位 単価(円) 予算額(千円)

人事課 月　額

〃

〃

議会事務局

議長 〃

副議長 〃

常任委員長 〃

議会運営委員長 〃

議員 〃

予算・決算特別委員長（差額） ― ―

特別委員会委員長 月　額

地域活性課

会長 〃

委員 〃

人事課 日　額

月　額

総務課 日　額

〃

〃

〃

調査員 日　額

指導員 〃

市民生活課 〃

〃

環境対策課 〃

〃

スポーツ観光課 〃

防災安全課 〃

団長 年　額

副団長 〃

分団長 〃

副分団長 〃

部長 〃

班長 〃

団員 〃

警戒活動・訓練出動等 ― ― ―

日　額

〃

男女共同参画苦情処理委員

経済センサス活動調査

固定資産評価審査委員会委員

行政不服審査会委員

情報公開・個人情報保護審査会委員

個人情報保護審議会委員

農業委員会

特別職報酬等審議会委員

産業医

廃棄物減量等推進審議会委員

消防団員

防災会議委員

国民保護協議会委員

生活安全協議会委員

スポーツ推進委員

環境保全審議会委員

男女共同参画推進審議会委員

市議会議員

5　特別職の報酬等一覧表

職　　　　　　　　　　　　　名

市長

副市長

教育長
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所管課 人数(人) 単　位 単価(円) 予算額(千円)

子育て支援課 日　額

保育課

内科医 月　額

歯科医 〃

地域福祉課 日　額

〃

生活福祉課

一般医 〃

精神科医 〃

障害福祉課 〃

健康推進課 〃

都市づくり課

会長 〃

委員 〃

〃

〃

会長 〃

委員 〃

都市基盤課 〃

〃

教育総務課 月　額

学校医

内科学校医 〃

眼科学校医 〃

耳鼻科学校医 〃

小児神経科・精神科学校医 〃

学校歯科医 〃

学校薬剤師 〃

日　額

教育指導課 月　額

日　額

月　額

生涯学習課 日　額

〃

〃

〃

中央図書館 〃

教育委員会委員

学校給食センター運営委員会委員

産業医

教育委員会いじめ問題対策委員会委員

学校運営協議会委員

社会教育委員

文化財専門委員

郷土博物館協議会委員

公民館運営審議会委員

図書館協議会委員

都市計画審議会委員

街づくり審査会委員

交通安全対策審議会委員

自転車等駐車対策協議会委員

地域公共交通協議会

空家等対策協議会

予防接種健康被害調査委員会委員

職　　　　　　　　　　　　　名

民生委員推薦会委員

地域福祉審議会委員

福祉事務所嘱託医

障害支援区分判定審査会委員

狭山保育園嘱託医

子ども・若者・子育て会議委員
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所管課 人数(人) 単　位 単価(円) 予算額(千円)

子育て支援課 日　額

保育課

内科医 月　額

歯科医 〃

地域福祉課 日　額

〃

生活福祉課

一般医 〃

精神科医 〃

障害福祉課 〃

健康推進課 〃

都市づくり課

会長 〃

委員 〃

〃

〃

会長 〃

委員 〃

都市基盤課 〃

〃

教育総務課 月　額

学校医

内科学校医 〃

眼科学校医 〃

耳鼻科学校医 〃

小児神経科・精神科学校医 〃

学校歯科医 〃

学校薬剤師 〃

日　額

教育指導課 月　額

日　額

月　額

生涯学習課 日　額

〃

〃

〃

中央図書館 〃

教育委員会委員

学校給食センター運営委員会委員

産業医

教育委員会いじめ問題対策委員会委員

学校運営協議会委員

社会教育委員

文化財専門委員

郷土博物館協議会委員

公民館運営審議会委員

図書館協議会委員

都市計画審議会委員

街づくり審査会委員

交通安全対策審議会委員

自転車等駐車対策協議会委員

地域公共交通協議会

空家等対策協議会

予防接種健康被害調査委員会委員

職　　　　　　　　　　　　　名

民生委員推薦会委員

地域福祉審議会委員

福祉事務所嘱託医

障害支援区分判定審査会委員

狭山保育園嘱託医

子ども・若者・子育て会議委員

所管課 人数(人) 単　位 単価(円) 予算額(千円)

選挙管理
委員会事務局

委員長 月　額

委員 〃

監査委員
事務局

識見を有する者 〃

議会選出者 〃

― ―合　　　　　　　　　　計

監査委員

職　　　　　　　　　　　　　名

選挙管理委員
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合計 管内民間児童 構成比 管外民間児童 構成比 管外公立児童 構成比 管内公立児童 構成比

保 育 の 実 施 児 童 数

国庫支出金 構成比 都支出金 構成比 保育料等 構成比 一般財源 構成比

狭 山 保 育 園 事 業 費

児 童 一 人 当 た り

国庫支出金 構成比 都支出金 構成比 保育料等 構成比 一般財源 構成比

保 育 園 事 業 費
合 計

児 童 一 人 当 た り
（ 全 年 齢 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 、 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 、 歳 児 ）

（３）私立保育園事業費 （単位：円）

歳出

（備考）管外公立分を含む。

（２）公立保育園事業費（狭山保育園）

（１）保育の実施児童数 （単位：人）

（備考）①保育料には市外児童について、他市から支弁される運営費を含む。
　　　  ②公立保育園は、年齢別の単価で支弁している私立保育園事業費と考え方が異なるため、年齢別の内訳は掲載していない。

（単位：円）

　保育園運営費の財源内訳表

歳出

財源内訳

保 育 の 実 施
児童数（人）

保 育 の 実 施
児童数（人）

財源内訳

国庫支出金 構成比 都支出金 構成比 保育料 構成比 一般財源 構成比

公 定 価 格 分 合 計

公 定 価 格 分
（ 歳 児 ）

公 定 価 格 分
（ 、 歳 児 ）

公 定 価 格 分
（ 歳 児 ）

公 定 価 格 分
（ 、 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 全 年 齢 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 、 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 、 歳 児 ）

（単位：円）

国庫支出金 構成比 都支出金 構成比 保育料等 構成比 一般財源 構成比

そ の 他 事 業 分 合 計

児 童 一 人 当 た り

（４）私立保育園事業費のうち、公定価格分

（備考）児童一人当たりの計算については、公定価格の補助対象外となる管外公立分（96人）は除外。

（５）私立保育園事業費のうち、その他事業分（（３）私立保育園事業費－（４）公定価格分）

（備考）その他事業分は、私立保育園事業費から公定価格分を除いた延長保育事業、障害児保育事業、運営費補助金等である。

（単位：円）

歳出

財源内訳

保 育 の 実 施
児童数（人）

歳出

財源内訳

保 育 の 実 施
児童数（人）
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合計 管内民間児童 構成比 管外民間児童 構成比 管外公立児童 構成比 管内公立児童 構成比

保 育 の 実 施 児 童 数

国庫支出金 構成比 都支出金 構成比 保育料等 構成比 一般財源 構成比

狭 山 保 育 園 事 業 費

児 童 一 人 当 た り

国庫支出金 構成比 都支出金 構成比 保育料等 構成比 一般財源 構成比

保 育 園 事 業 費
合 計

児 童 一 人 当 た り
（ 全 年 齢 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 、 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 、 歳 児 ）

（３）私立保育園事業費 （単位：円）

歳出

（備考）管外公立分を含む。

（２）公立保育園事業費（狭山保育園）

（１）保育の実施児童数 （単位：人）

（備考）①保育料には市外児童について、他市から支弁される運営費を含む。
　　　  ②公立保育園は、年齢別の単価で支弁している私立保育園事業費と考え方が異なるため、年齢別の内訳は掲載していない。

（単位：円）

　保育園運営費の財源内訳表

歳出

財源内訳

保 育 の 実 施
児童数（人）

保 育 の 実 施
児童数（人）

財源内訳

国庫支出金 構成比 都支出金 構成比 保育料 構成比 一般財源 構成比

公 定 価 格 分 合 計

公 定 価 格 分
（ 歳 児 ）

公 定 価 格 分
（ 、 歳 児 ）

公 定 価 格 分
（ 歳 児 ）

公 定 価 格 分
（ 、 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 全 年 齢 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 、 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 歳 児 ）

児 童 一 人 当 た り
（ 、 歳 児 ）

（単位：円）

国庫支出金 構成比 都支出金 構成比 保育料等 構成比 一般財源 構成比

そ の 他 事 業 分 合 計

児 童 一 人 当 た り

（４）私立保育園事業費のうち、公定価格分

（備考）児童一人当たりの計算については、公定価格の補助対象外となる管外公立分（96人）は除外。

（５）私立保育園事業費のうち、その他事業分（（３）私立保育園事業費－（４）公定価格分）

（備考）その他事業分は、私立保育園事業費から公定価格分を除いた延長保育事業、障害児保育事業、運営費補助金等である。

（単位：円）

歳出

財源内訳

保 育 の 実 施
児童数（人）

歳出

財源内訳

保 育 の 実 施
児童数（人）
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7　管内私立、管外公立・私立保育園の運営費内訳表

款 項 目

円 千円

運営費委託料

管内私立保育園

 国基準分

 ・運営費

0歳児 延 人

1歳児 延 人

2歳児 延 人

3歳児 延 人

4歳以上児 延 人

主任保育士専任加算

療育支援加算

事務職員雇上費加算

処遇改善加算 区分①②③

冷暖房費加算

高齢者等活躍促進加算

施設機能強化推進費加算

副食費免除加算（3歳以上）

休日保育加算

栄養管理加算

 国庫補助事業分

 ・延長保育事業 園

 都補助事業分

 ・延長保育事業 園

 ・産休等代替職員費 延 日

 市事業分

 ・一般保育所対策事業費

0歳児 延 人

1歳児 延 人

2歳児 延 人

3歳児 延 人

4歳以上児 延 人

 ・零歳児保育対策事業費

保健師等の配置 延 人

調理員の加配 延 人

 ・11時間保育対策事業費

保育士の加配 延 人

パート保育士の配置 延 人

延 人

 ・余裕保育士配置事業 延 人

 ・年末保育事業 延 園

 ・職員処遇改善費事業 延 人

 ・給食費負担軽減事業 延 人

 ・休日保育事業 園

 ・医療的ケア児保育支援事業 園

管外公立保育園（委託分） 延 人

管外私立保育園（委託分） 延 人

 ・障害児保育事業費

民生費 児童福祉費 児童措置費 事業名 保育園事業費

見　　　積　　　内　　　容 本　　年　　度　　見　　積　　額

節 事　　　　　　　項 数　　　量 平 均 単 価 金　　額

委 託 料

(注)運営費には以下の加算項目含む

款 項 目

円 千円

運営費補助金

管内私立保育園

延 人

延 月

延 月

延 月

延 人

延 人

延 園

延 人

延 人

園

延 月

延 人

補助及び

交 付 金

保育園事業費

見　　　積　　　内　　　容

民生費 児童福祉費 児童措置費 事業名

本　　年　　度　　見　　積　　額

節

負 担 金

事　　　　　　　項 数　　　量 平 均 単 価

 ・歯科嘱託医手当加算

 ・嘱託医手当加算（分園）

 ・嘱託医手当加算（本園）

 ・零歳児保育推進費助成

金　　額

 ・振興費加算

 ・日本スポーツ振興センター加入費助成

 ・光熱水費加算

 ・寝具衛生費助成

 ・細菌検査費助成

 ・非常通報装置保守・管理費助成

 ・賃借料助成

管外私立保育園（委託分）

－ 56 －　　　　 　　　　－ 57 －



7　管内私立、管外公立・私立保育園の運営費内訳表

款 項 目

円 千円

運営費委託料

管内私立保育園

 国基準分

 ・運営費

0歳児 延 人

1歳児 延 人

2歳児 延 人

3歳児 延 人

4歳以上児 延 人

主任保育士専任加算

療育支援加算

事務職員雇上費加算

処遇改善加算 区分①②③

冷暖房費加算

高齢者等活躍促進加算

施設機能強化推進費加算

副食費免除加算（3歳以上）

休日保育加算

栄養管理加算

 国庫補助事業分

 ・延長保育事業 園

 都補助事業分

 ・延長保育事業 園

 ・産休等代替職員費 延 日

 市事業分

 ・一般保育所対策事業費

0歳児 延 人

1歳児 延 人

2歳児 延 人

3歳児 延 人

4歳以上児 延 人

 ・零歳児保育対策事業費

保健師等の配置 延 人

調理員の加配 延 人

 ・11時間保育対策事業費

保育士の加配 延 人

パート保育士の配置 延 人

延 人

 ・余裕保育士配置事業 延 人

 ・年末保育事業 延 園

 ・職員処遇改善費事業 延 人

 ・給食費負担軽減事業 延 人

 ・休日保育事業 園

 ・医療的ケア児保育支援事業 園

管外公立保育園（委託分） 延 人

管外私立保育園（委託分） 延 人

 ・障害児保育事業費

民生費 児童福祉費 児童措置費 事業名 保育園事業費

見　　　積　　　内　　　容 本　　年　　度　　見　　積　　額

節 事　　　　　　　項 数　　　量 平 均 単 価 金　　額

委 託 料

(注)運営費には以下の加算項目含む

款 項 目

円 千円

運営費補助金

管内私立保育園

延 人

延 月

延 月

延 月

延 人

延 人

延 園

延 人

延 人

園

延 月

延 人

補助及び

交 付 金

保育園事業費

見　　　積　　　内　　　容

民生費 児童福祉費 児童措置費 事業名

本　　年　　度　　見　　積　　額

節

負 担 金

事　　　　　　　項 数　　　量 平 均 単 価

 ・歯科嘱託医手当加算

 ・嘱託医手当加算（分園）

 ・嘱託医手当加算（本園）

 ・零歳児保育推進費助成

金　　額

 ・振興費加算

 ・日本スポーツ振興センター加入費助成

 ・光熱水費加算

 ・寝具衛生費助成

 ・細菌検査費助成

 ・非常通報装置保守・管理費助成

 ・賃借料助成

管外私立保育園（委託分）

－ 56 －　　　　 　　　　－ 57 －



8　土木工事の概要

工 事 区 分 規　模

市 道 第 ８ 号 線
ブ ロ ッ ク 積 み
擁 壁 補 修 工 事

奈良橋2丁目地
内

擁 壁 補 修
ブロック積み擁壁の補修を行い、交
通安全及び生活環境の向上を図る。

雨 水 排 水 管
補 修 工 事

南街3丁目～南
街6丁目地内

雨水排水管
補 修

老朽化した雨水排水管の補修を行
い、交通の安全の向上を図る。

橋 梁 補 修 工 事
清水4丁目地内
外2か所

橋 梁 補 修 3橋
橋梁の補修を行い、交通の安全の向
上を図る。

番
号

工　事　件　名 場　　所

工　事　概　要

説　　　　明

9　学校別、学年別の児童・生徒数等の状況

（１）　小学校

学年

学校名
人 人 人 人 人 人 人

一　小

二　小

三　小

四　小

五　小

六　小

七　小

八　小

九　小

十　小

計

 (備考) 児童数等は令和8年4月1日時点の見込数であり、（　）内は特別支援学級の児童数等（内数）

     　 を示す。

（２）　中学校

学年

学校名
人 人 人 人

一　中

二　中

三　中

四　中

五　中

計

 (備考) 生徒数等は令和8年4月1日時点の見込数であり、（　）内は

　　　  特別支援学級の生徒数等（内数）を示す。

１　年 ２　年 ３　年 生徒数の計

１　年 ２　年 ３　年 ４　年 ５　年 ６　年 学級数

学級数

児童数の計

－ 58 －　　　　 　　　　－ 59 －



8　土木工事の概要

工 事 区 分 規　模

市 道 第 ８ 号 線
ブ ロ ッ ク 積 み
擁 壁 補 修 工 事

奈良橋2丁目地
内

擁 壁 補 修
ブロック積み擁壁の補修を行い、交
通安全及び生活環境の向上を図る。

雨 水 排 水 管
補 修 工 事

南街3丁目～南
街6丁目地内

雨水排水管
補 修

老朽化した雨水排水管の補修を行
い、交通の安全の向上を図る。

橋 梁 補 修 工 事
清水4丁目地内
外2か所

橋 梁 補 修 3橋
橋梁の補修を行い、交通の安全の向
上を図る。

番
号

工　事　件　名 場　　所

工　事　概　要

説　　　　明

9　学校別、学年別の児童・生徒数等の状況

（１）　小学校

学年

学校名
人 人 人 人 人 人 人

一　小

二　小

三　小

四　小

五　小

六　小

七　小

八　小

九　小

十　小

計

 (備考) 児童数等は令和8年4月1日時点の見込数であり、（　）内は特別支援学級の児童数等（内数）

     　 を示す。

（２）　中学校

学年

学校名
人 人 人 人

一　中

二　中

三　中

四　中

五　中

計

 (備考) 生徒数等は令和8年4月1日時点の見込数であり、（　）内は

　　　  特別支援学級の生徒数等（内数）を示す。

１　年 ２　年 ３　年 生徒数の計

１　年 ２　年 ３　年 ４　年 ５　年 ６　年 学級数

学級数

児童数の計

－ 58 －　　　　 　　　　－ 59 －



10　学校施設の状況

学校名

一　小

二　小

三　小

四　小

五　小

六　小

七　小

八　小

九　小

十　小

一　中

二　中

三　中

四　中

五　中

　(備考) 学校施設(普通教室等)の状況は、令和7年5月1日現在の数値。

プール

教室 理科 校長音楽
図工
美術

家庭 技術 視聴覚 図書 事務 保健 会議運動場
特別
活動

相談

区分 普通 特　　　　別　　　　教　　　　室 管　　理　　室 屋 内

コン
ピュ
ータ

生活
科

進路
資料
指導

外国
語 職員

－ 60 －　　　　 　　　　－ 61 －



10　学校施設の状況

学校名

一　小

二　小

三　小

四　小

五　小

六　小

七　小

八　小

九　小

十　小

一　中

二　中

三　中

四　中

五　中

　(備考) 学校施設(普通教室等)の状況は、令和7年5月1日現在の数値。

プール

教室 理科 校長音楽
図工
美術

家庭 技術 視聴覚 図書 事務 保健 会議運動場
特別
活動

相談

区分 普通 特　　　　別　　　　教　　　　室 管　　理　　室 屋 内

コン
ピュ
ータ

生活
科

進路
資料
指導

外国
語 職員

11　学校別の消耗品費、備品購入費の予算

（１）　小学校

目

教科用 一般管理用 教科用 一般管理用

一小

二小

三小

四小

五小

六小

七小

八小

九小

十小

教育総務課

合計

　　   ②備品購入費の教科用合計額には、図書購入費(1,630千円)・理科設備備品購入費(2,000千円)を含む。

（２）　中学校

目

教科用 一般管理用 教科用 一般管理用

一中

二中

三中

四中

五中

教育総務課

合計

(備考) ①消耗品費の教育総務課一般管理用は、消火器購入費(137千円)・卒業祝記念品（408千円）を含む。

  　　 ②備品購入費の教科用合計額には、図書購入費(815千円)・理科設備備品購入費(1,000千円)を含む。

（単位：千円）

（単位：千円）

　　　 ・自転車免許制度用（100千円）・入学祝記念品（792千円）・卒業祝記念品（450千円）を含む。

１　学校管理費

節
10　需用費　①消耗品費 17　備品購入費　

１　学校管理費

節
10　需用費　①消耗品費 17　備品購入費　

(備考) ①消耗品費の教育総務課一般管理用は、消火器購入費（236千円）・防犯ブザー購入費(389千円）

－ 60 －　　　　 　　　　－ 61 －



12　決算数値の年度別状況

（１）歳入

令和

区　　　　　分 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％

地 方 税 △ 0.2 △ 2.2

地 方 譲 与 税 △ 2.9

利 子 割 交 付 金 △ 6.5 △ 8.6

配 当 割 交 付 金 △ 9.3

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金 皆増

地 方 消 費 税 交 付 金

特別地方消費税交付金 － － － － － －

自 動 車 取 得 税 交 付 金 △ 100.0 △ 100.0

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 △ 45.6

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金 △ 36.1

都 支 出 金 △ 7.3

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 54.8

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 3.9 △ 1.0

繰 入 金 △ 41.7

地 方 債 △ 21.2

繰 越 金 △ 5.4

財 産 収 入 △ 7.2

寄 附 金 △ 46.9

諸 収 入

合　　　 　　　計 △ 10.9

市 民 税 個 人 分 △ 2.2

市 民 税 法 人 分 △ 9.5 △ 14.9

固 定 資 産 税 △ 0.2 △ 2.2

市 た ば こ 税 △ 0.3

軽 自 動 車 税

特 別 土 地 保 有 税 － － － － － －

都 市 計 画 税 △ 1.7

市 　税 　合 　計 △ 0.2 △ 2.2

(備考) 地方財政状況調査による。

年度

(単位:千円)

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％ ％ ％

△ 1.2

△ 3.3

△ 4.0

△ 39.7

△ 1.2

－ － － － － － － － －

著増 著増 △ 53.7

△ 27.1 △ 6.2

△ 10.7 △ 6.0 △ 4.3

△ 6.8 △ 9.8

△ 2.2 △ 3.6 △ 16.6

△ 0.8

△ 3.6 △ 54.8

△ 56.4 △ 57.9

△ 3.3 △ 31.3

△ 49.8

△ 2.2

△ 1.5

△ 1.0 △ 4.7

△ 26.3

△ 2.2 △ 1.0

－ － － － － － － － －

△ 1.2

－ 62 －　　　　 　　　　－ 63 －



12　決算数値の年度別状況

（１）歳入

令和

区　　　　　分 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％

地 方 税 △ 0.2 △ 2.2

地 方 譲 与 税 △ 2.9

利 子 割 交 付 金 △ 6.5 △ 8.6

配 当 割 交 付 金 △ 9.3

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金 皆増

地 方 消 費 税 交 付 金

特別地方消費税交付金 － － － － － －

自 動 車 取 得 税 交 付 金 △ 100.0 △ 100.0

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 △ 45.6

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金 △ 36.1

都 支 出 金 △ 7.3

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 54.8

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 3.9 △ 1.0

繰 入 金 △ 41.7

地 方 債 △ 21.2

繰 越 金 △ 5.4

財 産 収 入 △ 7.2

寄 附 金 △ 46.9

諸 収 入

合　　　 　　　計 △ 10.9

市 民 税 個 人 分 △ 2.2

市 民 税 法 人 分 △ 9.5 △ 14.9

固 定 資 産 税 △ 0.2 △ 2.2

市 た ば こ 税 △ 0.3

軽 自 動 車 税

特 別 土 地 保 有 税 － － － － － －

都 市 計 画 税 △ 1.7

市 　税 　合 　計 △ 0.2 △ 2.2

(備考) 地方財政状況調査による。

年度

(単位:千円)

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％ ％ ％

△ 1.2

△ 3.3

△ 4.0

△ 39.7

△ 1.2

－ － － － － － － － －

著増 著増 △ 53.7

△ 27.1 △ 6.2

△ 10.7 △ 6.0 △ 4.3

△ 6.8 △ 9.8

△ 2.2 △ 3.6 △ 16.6

△ 0.8

△ 3.6 △ 54.8

△ 56.4 △ 57.9

△ 3.3 △ 31.3

△ 49.8

△ 2.2

△ 1.5

△ 1.0 △ 4.7

△ 26.3

△ 2.2 △ 1.0

－ － － － － － － － －

△ 1.2

－ 62 －　　　　 　　　　－ 63 －



（２）歳出

令和

区　　　　　分 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％

人 件 費 △ 0.2

物 件 費 △ 3.2

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等 △ 66.3

普 通 建 設 事 業 費 △ 10.2

災 害 復 旧 事 業 費 △ 4.2

失 業 対 策 事 業 費 － － － － － －

公 債 費

積 立 金 △ 15.3

投資及び出資金・貸付金 △ 88.5

繰 出 金 △ 16.6 △ 3.9

合　　　　　　　計 △ 13.9

歳 入 歳 出 差 引 額 － －

(備考) 地方財政状況調査による。

年度

(単位:千円)

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％ ％ ％

△ 1.1

△ 10.8

△ 11.7 △ 7.6

△ 7.1

△ 17.9

△ 27.3

－ － 皆減 － － － － － －

－ － － － － － － － －

△ 3.7 △ 3.0

△ 6.9 △ 22.7

－ － 皆減 － － －

△ 0.7

－ △ 3.3 － △ 31.3 －

　

－ 64 －　　　　 　　　　－ 65 －



（２）歳出

令和

区　　　　　分 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％

人 件 費 △ 0.2

物 件 費 △ 3.2

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等 △ 66.3

普 通 建 設 事 業 費 △ 10.2

災 害 復 旧 事 業 費 △ 4.2

失 業 対 策 事 業 費 － － － － － －

公 債 費

積 立 金 △ 15.3

投資及び出資金・貸付金 △ 88.5

繰 出 金 △ 16.6 △ 3.9

合　　　　　　　計 △ 13.9

歳 入 歳 出 差 引 額 － －

(備考) 地方財政状況調査による。

年度

(単位:千円)

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％ ％ ％

△ 1.1

△ 10.8

△ 11.7 △ 7.6

△ 7.1

△ 17.9

△ 27.3

－ － 皆減 － － － － － －

－ － － － － － － － －

△ 3.7 △ 3.0

△ 6.9 △ 22.7

－ － 皆減 － － －

△ 0.7

－ △ 3.3 － △ 31.3 －

　

－ 64 －　　　　 　　　　－ 65 －



13  各市の被生活保護者数、保育所等在籍人員、６５歳・７５歳以上の

人 人 人 人 人

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

東 大 和 市

合　　　計

市 平 均

(備考) ①被生活保護者数、保育所等在籍人員、65歳・75歳以上の高齢者人口は令和7年度

　　　 ②保育所等については、公立・私立保育所、公立・私立認定こども園、小規模保育、

医 療 扶 助

                 被　生　活　保　護　者　数

区 分
生 活 扶 助 住 宅 扶 助 教 育 扶 助

人     口

現在 (ア)

高齢者人口の状況

人 人 人 ％ 人 ％ 人 ％

－ － －

普通交付税算定結果による。

家庭的保育、事業所内保育等を含む。

75歳以上の高齢者人口

現在 (ウ)

人口に占
める率

(エ)/(ア)

R2年国調

(オ)

人口に占
める率

(オ)/(ア)

R2年国調

(エ)

(令和6年度延人員) 保育所等在籍人員 65歳以上の高齢者人口

その他扶助 介 護 扶 助

人口に占
める率

(ウ)/(ア)

－ 66 －　　　　 　　　　－ 67 －



13  各市の被生活保護者数、保育所等在籍人員、６５歳・７５歳以上の

人 人 人 人 人

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

東 大 和 市

合　　　計

市 平 均

(備考) ①被生活保護者数、保育所等在籍人員、65歳・75歳以上の高齢者人口は令和7年度

　　　 ②保育所等については、公立・私立保育所、公立・私立認定こども園、小規模保育、

医 療 扶 助

                 被　生　活　保　護　者　数

区 分
生 活 扶 助 住 宅 扶 助 教 育 扶 助

人     口

現在 (ア)

高齢者人口の状況

人 人 人 ％ 人 ％ 人 ％

－ － －

普通交付税算定結果による。

家庭的保育、事業所内保育等を含む。

75歳以上の高齢者人口

現在 (ウ)

人口に占
める率

(エ)/(ア)

R2年国調

(オ)

人口に占
める率

(オ)/(ア)

R2年国調

(エ)

(令和6年度延人員) 保育所等在籍人員 65歳以上の高齢者人口

その他扶助 介 護 扶 助

人口に占
める率

(ウ)/(ア)

－ 66 －　　　　 　　　　－ 67 －



14  各市の児童・生徒数等の状況

人 人 学級 校 人 人

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

東 大 和 市

合　　　計 － －

市 平 均

学級数 学校数 一学級
あたりの

児童数

一校
あたりの

児童数
現在 (ア) (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

(備考) 児童・生徒数、学級数、学校数は令和7年度普通交付税算定結果による。

区 分

人     口 小　　　　　　学　　　　　　校

児童数

学級 人 学級 校 人 人 学級 ％ ％

－ － － － － －

(Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ａ)/(ア) (Ｄ)/(ア)

一校
あたりの

学級数

中　　　　　　学　　　　　　校 人口に占める割合

生徒数 生徒数学級数 学校数 一学級
あたりの

生徒数
(Ｄ)/(Ｅ)

一校
あたりの

生徒数
(Ｄ)/(Ｆ)

一校
あたりの

学級数
(Ｅ)/(Ｆ)

児童数

－ 68 －　　　　 　　　　－ 69 －



14  各市の児童・生徒数等の状況

人 人 学級 校 人 人

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

東 大 和 市

合　　　計 － －

市 平 均

学級数 学校数 一学級
あたりの

児童数

一校
あたりの

児童数
現在 (ア) (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

(備考) 児童・生徒数、学級数、学校数は令和7年度普通交付税算定結果による。

区 分

人     口 小　　　　　　学　　　　　　校

児童数

学級 人 学級 校 人 人 学級 ％ ％

－ － － － － －

(Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ａ)/(ア) (Ｄ)/(ア)

一校
あたりの

学級数

中　　　　　　学　　　　　　校 人口に占める割合

生徒数 生徒数学級数 学校数 一学級
あたりの

生徒数
(Ｄ)/(Ｅ)

一校
あたりの

生徒数
(Ｄ)/(Ｆ)

一校
あたりの

学級数
(Ｅ)/(Ｆ)

児童数

－ 68 －　　　　 　　　　－ 69 －



特　　別　　会　　計



特　　別　　会　　計



１　国民健康保険事業特別会計

（１）年度別被保険者の加入状況

世 帯

人 口

世 帯

被 保 険 者

世 帯

被 保 険 者

(備考）世帯・人口について、令和7年度以前は4月1日現在の数値、令和8年度は1月1日現在の数値。

（２）医療給付費、保険税調定額、収支額の状況 (単位：千円)

― ―

(備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

（３）保険税調定額、医療給付費の年度別１人当たりの状況 (単位：円)

（４）国民健康保険事業費納付金の状況 (単位：千円)

医　療　給　付　費

保　険　税　調　定　額
（医療給付費分現年課税分）

(備考）令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

国
　
　
保

加
入
割
合

％

％

国
保
世
帯
・

被

保

険

者

世帯

人

高 額 療 養 費

区分　　　　　　　　　 　年度

世
帯
・

人
口

世帯

人

　　　 国保世帯・被保険者について、令和6年度以前は年度平均、令和7年度は令和8年1月1日現在
 　    の数値、令和8年度は当初予算の数値である。

区分　　　    　　　　   年度

療 養 給 付 費

収 支 額

療 養 費

保

険

税

調

定

額

医 療 給 付 費 分
現 年 課 税 分

医

療

給

付

費 移 送 費

計

高 額 介 護
合 算 療 養 費

 　    は当初予算額である。　　 

区分　　　    　　　　   年度

   　  は当初予算額である。

区分　　　　　　　　　　年度

(備考）令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度
       は当初予算額（子ども・子育て支援納付金分を含む）である。

国民健康保険事業費納付金

令和

令和

令和

令和

－ 72 －　　　　 　　　　－ 73 －



１　国民健康保険事業特別会計

（１）年度別被保険者の加入状況

世 帯

人 口

世 帯

被 保 険 者

世 帯

被 保 険 者

(備考）世帯・人口について、令和7年度以前は4月1日現在の数値、令和8年度は1月1日現在の数値。

（２）医療給付費、保険税調定額、収支額の状況 (単位：千円)

― ―

(備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

（３）保険税調定額、医療給付費の年度別１人当たりの状況 (単位：円)

（４）国民健康保険事業費納付金の状況 (単位：千円)

医　療　給　付　費

保　険　税　調　定　額
（医療給付費分現年課税分）

(備考）令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

国
　
　
保

加
入
割
合

％

％

国
保
世
帯
・

被

保

険

者

世帯

人

高 額 療 養 費

区分　　　　　　　　　 　年度

世
帯
・

人
口

世帯

人

　　　 国保世帯・被保険者について、令和6年度以前は年度平均、令和7年度は令和8年1月1日現在
 　    の数値、令和8年度は当初予算の数値である。

区分　　　    　　　　   年度

療 養 給 付 費

収 支 額

療 養 費

保

険

税

調

定

額

医 療 給 付 費 分
現 年 課 税 分

医

療

給

付

費 移 送 費

計

高 額 介 護
合 算 療 養 費

 　    は当初予算額である。　　 

区分　　　    　　　　   年度

   　  は当初予算額である。

区分　　　　　　　　　　年度

(備考）令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度
       は当初予算額（子ども・子育て支援納付金分を含む）である。

国民健康保険事業費納付金

令和

令和

令和

令和

（５）東京都が示す標準保険料率等の状況

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

（６）市の保険税率等の状況

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

（７）一般会計繰入金の状況

千円

円

千円

円

千円

円

   　  初予算額である。

(備考）令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度は当

１ 人 当 た り

決 算 補 填 目 的 の 繰 入 金

一 般 会 計 繰 入 金 総 額

１ 人 当 た り

１ 人 当 た り

そ の 他 の 繰 入 金

そ の 他 の 繰 入 金 の う ち

介 護 納 付 金 分
現 年 課 税 分

所 得 割(％)

均 等 割(円)

区分　　　　　　　　　　年度

医 療 給 付 費 分
現 年 課 税 分

所 得 割(％)

均 等 割(円)

均 等 割(円)
子ども・子育て
支 援 納 付 金 分
現 年 課 税 分

所 得 割(％)

歳 以 上
均等割 円

(備考）令和8年度から課税区分に子ども・子育て支援納付金分が新設された。この均等割は、高校生世代

区分　　　　　　　　　　年度

均 等 割(円)

後 期 高 齢 者
支 援 金 分
現 年 課 税 分

所 得 割(％)

均 等 割(円)

医 療 給 付 費 分
現 年 課 税 分

所 得 割(％)

区分　　　　　　　　　　年度

　　　 以下には課税されず、高校生世代より上の世代に18歳以上均等割が上乗せされ、課税となる。

(備考）令和8年度から課税区分に子ども・子育て支援納付金分が新設された。この均等割は、高校生世代

　　　 以下には課税されず、高校生世代より上の世代に18歳以上均等割が上乗せされ、課税となる。

歳 以 上
均等割 円

子ども・子育て
支 援 納 付 金 分
現 年 課 税 分

所 得 割(％)

均 等 割(円)

後 期 高 齢 者
支 援 金 分
現 年 課 税 分

所 得 割(％)

均 等 割(円)

介 護 納 付 金 分
現 年 課 税 分

所 得 割(％)

均 等 割(円)

令和

令和

令和

－ 72 －　　　　 　　　　－ 73 －



2　介護保険事業特別会計

（１）第１号被保険者の状況 (単位：人)

(備考) 令和7年度以前は各年の介護保険事業状況報告（9月分）による。令和8年度は第9期介護保険

 　　事業計画における推計値である。

（２）要介護(要支援)被保険者数等の状況

ア 要介護(要支援)被保険者数 (単位：人)

(備考) 令和7年度以前は各年の介護保険事業状況報告（9月分）による。令和8年度は第9期介護保険

 　　事業計画における推計値である。

イ 介護サービス利用者数 (単位：人)

(備考) 令和7年度以前は各年の介護保険事業状況報告（9月分）による。令和8年度は第9期介護保険

 　　事業計画における推計値である。

地域密着型サービス利用者数

項　目

区　分

年　度

第 １ 号 被 保 険 者 数

要 介 護 ３

要 介 護 ４

区　分

要 支 援 １

要 支 援 ２

年　度

要 介 護 １

要 介 護 ２

合　　　　　計

居 宅 サ ー ビ ス 利 用 者 数

施 設 サ ー ビ ス 利 用 者 数

要 介 護 ５

合　　　　　計

年　度

令和

令和

令和

（３）歳入歳出の状況

  ア　歳入 (単位：千円)

年　度

科　目

イ　歳出 (単位：千円)

年　度

科　目

保 健 福 祉 事 業 費

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

諸 収 入

合　　　　　計

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

国 庫 支 出 金

保 険 料

保 険 給 付 費

(備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、

総 務 費

　 　  令和8年度は当初予算額である。

(備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、

　 　  令和8年度は当初予算額である。

支 払 基 金 交 付 金

財政安定化基金拠出金

合　　　　　計

諸 支 出 金

予 備 費

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金

令和

令和

－ 74 －　　　　 　　　　－ 75 －



2　介護保険事業特別会計

（１）第１号被保険者の状況 (単位：人)

(備考) 令和7年度以前は各年の介護保険事業状況報告（9月分）による。令和8年度は第9期介護保険

 　　事業計画における推計値である。

（２）要介護(要支援)被保険者数等の状況

ア 要介護(要支援)被保険者数 (単位：人)

(備考) 令和7年度以前は各年の介護保険事業状況報告（9月分）による。令和8年度は第9期介護保険

 　　事業計画における推計値である。

イ 介護サービス利用者数 (単位：人)

(備考) 令和7年度以前は各年の介護保険事業状況報告（9月分）による。令和8年度は第9期介護保険

 　　事業計画における推計値である。

地域密着型サービス利用者数

項　目

区　分

年　度

第 １ 号 被 保 険 者 数

要 介 護 ３

要 介 護 ４

区　分

要 支 援 １

要 支 援 ２

年　度

要 介 護 １

要 介 護 ２

合　　　　　計

居 宅 サ ー ビ ス 利 用 者 数

施 設 サ ー ビ ス 利 用 者 数

要 介 護 ５

合　　　　　計

年　度

令和

令和

令和

（３）歳入歳出の状況

  ア　歳入 (単位：千円)

年　度

科　目

イ　歳出 (単位：千円)

年　度

科　目

保 健 福 祉 事 業 費

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

諸 収 入

合　　　　　計

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

国 庫 支 出 金

保 険 料

保 険 給 付 費

(備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、

総 務 費

　 　  令和8年度は当初予算額である。

(備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、

　 　  令和8年度は当初予算額である。

支 払 基 金 交 付 金

財政安定化基金拠出金

合　　　　　計

諸 支 出 金

予 備 費

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金

令和

令和
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3　後期高齢者医療特別会計

（１）年度別被保険者数の状況

(単位：人)

項　目

被 保 険 者 数

 (備考) 令和6年度以前は3月31日現在の人数、令和7年度は令和7年12月31日現在の人数、令和8年度は

　  　  見込人数である。

（２）年度別の収支状況

(単位：千円)

区　分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

 (備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

　　　　は当初予算額である。

年　度 令和

令和年　度

（３）歳入歳出の状況

ア　歳入

(単位：千円)

科　目

後 期 高 齢 者 医 療
保 険 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

国 庫 支 出 金 ― ― ― ―

歳 入 合 計

 (備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

イ　歳出

(単位：千円)

科　目

総 務 費

広 域 連 合 納 付 金

保 健 事 業 費

保 険 給 付 費

諸 支 出 金

予 備 費

 (備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

     　 は当初予算額である。

年　度

歳 出 合 計

        は当初予算額である。

年　度

令和

令和
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3　後期高齢者医療特別会計

（１）年度別被保険者数の状況

(単位：人)

項　目

被 保 険 者 数

 (備考) 令和6年度以前は3月31日現在の人数、令和7年度は令和7年12月31日現在の人数、令和8年度は

　  　  見込人数である。

（２）年度別の収支状況

(単位：千円)

区　分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

 (備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

　　　　は当初予算額である。

年　度 令和

令和年　度

（３）歳入歳出の状況

ア　歳入

(単位：千円)

科　目

後 期 高 齢 者 医 療
保 険 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

国 庫 支 出 金 ― ― ― ―

歳 入 合 計

 (備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

イ　歳出

(単位：千円)

科　目

総 務 費

広 域 連 合 納 付 金

保 健 事 業 費

保 険 給 付 費

諸 支 出 金

予 備 費

 (備考) 令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度

     　 は当初予算額である。

年　度

歳 出 合 計

        は当初予算額である。

年　度

令和

令和

－ 76 －　　　　 　　　　－ 77 －



4　会計年度任用職員の報酬等一覧表

（１）介護保険事業特別会計

人数(人) 時間額(円) 予算額(千円)

　介 護 認 定 調 査 員

　一 般 事 務

―

5　特別職の報酬等一覧表

（１）国民健康保険事業特別会計

人数(人) 単　位 単価(円) 予算額(千円)

日　額

― ―

（２）介護保険事業特別会計

人数(人) 単　位 単価(円) 予算額(千円)

日  額

日　額

― ―

6　積立基金の状況

（１）国民健康保険事業特別会計

積 立 額 とりくずし額 年度末現在高 積 立 額 とりくずし額 年度末現在高

(備考)令和6年度は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度は当初予算額

　　である。

（２）介護保険事業特別会計

積 立 額 とりくずし額 年度末現在高 積 立 額 とりくずし額 年度末現在高

(備考)令和6年度は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度は当初予算額

　　である。

介 護 保 険
介 護 給 付 費 等 準 備 基 金

合　　　計

職　　　　　名事     　　業　　

職　　　　　　　　　　　　　名

合　　　　　　　　計

国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会 委 員

職　　　　　　　　　　　　　名

介 護 保 険 運 営 協 議 会 委 員

合　　　　　　　　計

介 護 認 定 審 査 会 委 員

区　　　　　　分
令和6年度末
現　在　高

一 般 管 理 費

令和8年度（見込み）

国 民 健 康 保 険 事 業
運 営 基 金

合　　　　　　　　計

令和7年度（見込み）

合　　　　計

区　　　　　　分
令和6年度末
現　在　高

令和7年度（見込み）

（単位：千円）

令和8年度（見込み）

（単位：千円）

公　営　企　業　会　計

－ 78 －　　　　



4　会計年度任用職員の報酬等一覧表

（１）介護保険事業特別会計

人数(人) 時間額(円) 予算額(千円)

　介 護 認 定 調 査 員

　一 般 事 務

―

5　特別職の報酬等一覧表

（１）国民健康保険事業特別会計

人数(人) 単　位 単価(円) 予算額(千円)

日　額

― ―

（２）介護保険事業特別会計

人数(人) 単　位 単価(円) 予算額(千円)

日  額

日　額

― ―

6　積立基金の状況

（１）国民健康保険事業特別会計

積 立 額 とりくずし額 年度末現在高 積 立 額 とりくずし額 年度末現在高

(備考)令和6年度は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度は当初予算額

　　である。

（２）介護保険事業特別会計

積 立 額 とりくずし額 年度末現在高 積 立 額 とりくずし額 年度末現在高

(備考)令和6年度は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第2号補正)現在の予算額、令和8年度は当初予算額

　　である。

介 護 保 険
介 護 給 付 費 等 準 備 基 金

合　　　計

職　　　　　名事     　　業　　

職　　　　　　　　　　　　　名

合　　　　　　　　計

国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会 委 員

職　　　　　　　　　　　　　名

介 護 保 険 運 営 協 議 会 委 員

合　　　　　　　　計

介 護 認 定 審 査 会 委 員

区　　　　　　分
令和6年度末
現　在　高

一 般 管 理 費

令和8年度（見込み）

国 民 健 康 保 険 事 業
運 営 基 金

合　　　　　　　　計

令和7年度（見込み）

合　　　　計

区　　　　　　分
令和6年度末
現　在　高

令和7年度（見込み）

（単位：千円）

令和8年度（見込み）

（単位：千円）

公　営　企　業　会　計
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1　下水道事業会計

（１）公共下水道事業の年度別整備延長

(ｍ)

(ｍ) ―

(ｍ) ―

(％) ― ―

(％)

(備考) ①令和6年度以前は決算数値、令和7年度及び令和8年度は、見込数値である。

       ②撤去延長は、公共下水道ストックマネジメント管渠改築工事・都市計画道路築造工事等に伴う

     下水道管渠の布設替え等によるものである。

     　③公共下水道ストックマネジメント管渠改築工事のうち、更生工事については延長に含めていない。

（２）公共下水道事業の年度別整備面積

―

(％) ― ―

(％)

(備考) 令和6年度以前は決算数値、令和7年度及び令和8年度は見込数値である。

（３）令和８年度公共下水道工事の概要

管径 布設延長 撤去延長 面積

（㎜） （ｍ） （ｍ） （ha）

(備考）延長・面積については、見込数値である。

布 設 延 長

撤 去 延 長

累 計 整 備 延 長

単 年 度 進 捗 率

区　　　　　　分 全体計画
令和 年度
以 前 の 計

累 計 進 捗 率

区　　　　　　分 全体計画
令和 年度
以 前 の 計

面 積

累 計 整 備 面 積

単 年 度 進 捗 率

累 計 進 捗 率

番
号

工　事　区　分 場　所

工　事　概　要

事業区分

公共下水道管渠移設工事
（都市計画道路3･2･4号線
（新青梅街道）整備事業）

芋窪6丁目
上北台1丁目

地内

φ200
φ250

単独事業

　マンホールポンプ改築工事
（下水道ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ改築事業）

奈良橋5丁目
地内

― ― ― ― 単独事業

　浸水対策工事
（公共下水道雨水整備事業）

桜が丘1丁目
向原3丁目

向原4丁目地内

φ1650
φ1800
φ2000

φ300～

― ― 補助事業

公共汚水ます設置工事 市内一円 ― ― ― ― 単独事業

公共下水道人孔蓋調整工事
（道路補修工事関連）

市内一円 ― ― ― ― 単独事業

― 単独事業
公共下水道管渠布設工事

（私道整備等）
市内一円 ― ― ―

令和

令和
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（４）流域下水道事業の建設改良費に係る財源調べ

(単位：千円)

（備考）令和6年度以前は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第1号補正)現在の予算額、令和8年度は

      　当初予算額である。

（５）特別職の報酬一覧表

（備考）上記以外の委員4人分については、下水道使用料審議会委員派遣手数料にて予算措置。

（６）積立基金の状況

(単位：円)

（備考）令和6年度は決算額、令和7年度は令和7年11月28日(第1号補正)現在の予算額、令和8年度は

　　　　当初予算額である。

内
訳

予算額(千円)職　　　　　　　名

合　　　　　　　計

下 水 道 使 用 料 審 議 会 委 員

令和8年度（見込み）

人数(人) 単　位

とりくずし額

単価(円)

　　　　　　　　年　度
　区　分

流 域下水 道負 担金

一 般 財 源

地 方 債

令和6年度末
現　在　高

区　　　　　　分

― ―

年度末現在高

日　額

積 立 額

令和7年度（見込み）

年度末現在高 とりくずし額積 立 額

合　　　　計

下水道事業建設基金

下水道事業減債基金

令和
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  （ ７ ） 収益的収入及び支出

ア　収　入

款 項 目 令和８年度 令和７年度 比較 増減率 備考

千円 千円 千円 ％

1 下水道事業収益

1 営業収益

1 下水道使用料 △ 1,342 △ 0.1

2 雨水処理負担金 著増

3 受託工事収益 △ 6,500 △ 39.4

4 その他営業収益

2 営業外収益

1 受取利息及び配当金

3 他会計補助金 △ 112 △ 1.2

4 国庫補助金

5 都補助金

6 長期前受金戻入
現金収入を伴
わない

8 雑収益

イ　支　出

款 項 目 令和８年度 令和７年度 比較 増減率 備考

千円 千円 千円 ％

1 下水道事業費用

1 営業費用

1 管渠費

2 業務費

3 総係費
一部現金支出
を伴わない

4 流域下水道維持管理費

5 減価償却費
現金支出を伴
わない

2 営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

2 消費税及び地方消費税

3 雑支出

4 予備費

1 予備費

  （ ８ ） 資本的収入及び支出

ア　収　入

款 項 目 令和８年度 令和７年度 比較 増減率 備考

千円 千円 千円 ％

1 資本的収入 △ 1,196,498 △ 60.0

1 企業債 △ 1,098,100 △ 67.2

1 建設改良債 △ 1,029,500 △ 65.8

  資本費平準化債 △ 68,600 皆減

4 他会計補助金 △ 5,736 △ 4.2

1 他会計補助金 △ 5,736 △ 4.2

5 国庫補助金 △ 104,674 △ 76.1

1 国庫補助金 △ 104,674 △ 76.1

6 都補助金

1 都補助金

7 受益者負担金 △ 1,106 △ 60.3

1 受益者負担金 △ 1,106 △ 60.3

11 その他資本的収入

2 その他資本的収入

イ　支　出

款 項 目 令和８年度 令和７年度 比較 増減率 備考

千円 千円 千円 ％

1 資本的支出 △ 1,169,563 △ 46.7

1 建設改良費 △ 1,163,695 △ 61.2

1 建設総務費

2 管路改良費 △ 857,720 △ 64.3

3 流域下水道費 △ 314,550 △ 60.5

3 企業債償還金 △ 4,368 △ 0.7

1 建設事業債償還金 △ 8,849 △ 3.4

2 資本費平準化債償還金

5 積立金

1 積立金

7 予備費

1 予備費

  その他資本的支出 △ 1,500 皆減

　 その他資本的支出 △ 1,500 皆減
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  （ ７ ） 収益的収入及び支出

ア　収　入

款 項 目 令和８年度 令和７年度 比較 増減率 備考

千円 千円 千円 ％

1 下水道事業収益

1 営業収益

1 下水道使用料 △ 1,342 △ 0.1

2 雨水処理負担金 著増

3 受託工事収益 △ 6,500 △ 39.4

4 その他営業収益

2 営業外収益

1 受取利息及び配当金

3 他会計補助金 △ 112 △ 1.2

4 国庫補助金

5 都補助金

6 長期前受金戻入
現金収入を伴
わない

8 雑収益

イ　支　出

款 項 目 令和８年度 令和７年度 比較 増減率 備考

千円 千円 千円 ％

1 下水道事業費用

1 営業費用

1 管渠費

2 業務費

3 総係費
一部現金支出
を伴わない

4 流域下水道維持管理費

5 減価償却費
現金支出を伴
わない

2 営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

2 消費税及び地方消費税

3 雑支出

4 予備費

1 予備費

  （ ８ ） 資本的収入及び支出

ア　収　入

款 項 目 令和８年度 令和７年度 比較 増減率 備考

千円 千円 千円 ％

1 資本的収入 △ 1,196,498 △ 60.0

1 企業債 △ 1,098,100 △ 67.2

1 建設改良債 △ 1,029,500 △ 65.8

  資本費平準化債 △ 68,600 皆減

4 他会計補助金 △ 5,736 △ 4.2

1 他会計補助金 △ 5,736 △ 4.2

5 国庫補助金 △ 104,674 △ 76.1

1 国庫補助金 △ 104,674 △ 76.1

6 都補助金

1 都補助金

7 受益者負担金 △ 1,106 △ 60.3

1 受益者負担金 △ 1,106 △ 60.3

11 その他資本的収入

2 その他資本的収入

イ　支　出

款 項 目 令和８年度 令和７年度 比較 増減率 備考

千円 千円 千円 ％

1 資本的支出 △ 1,169,563 △ 46.7

1 建設改良費 △ 1,163,695 △ 61.2

1 建設総務費

2 管路改良費 △ 857,720 △ 64.3

3 流域下水道費 △ 314,550 △ 60.5

3 企業債償還金 △ 4,368 △ 0.7

1 建設事業債償還金 △ 8,849 △ 3.4

2 資本費平準化債償還金

5 積立金

1 積立金

7 予備費

1 予備費

  その他資本的支出 △ 1,500 皆減

　 その他資本的支出 △ 1,500 皆減

－ 82 －　　　　 　　　　－ 83 －






